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日本 にお ける半導体技術 の発展 とその 背景

共同研究活動の 視点か ら一

青 木 洋

　こ の 論文は，日本の 半導体 技術を事例 に ，研究者
・
技術者 の 共 同研究活動や コ ミ ュ ニ テ

ィ の 形成 が，技 術 の 発 展 に 及 ぼ した 影響 を検証 した もの で ある。従来 の 半導体技術 の 歴 史

につ い て 書 か れ た文献に は
， 大 きく分けて ，2 つ の 問 題 点 が あ る 。第 1 に ，個 々 の 研 究

者，技術者の 努力に 注 目す る あ まり，研 究者
・技 術 者問 の 関係性 と その 背景 に つ い て の 考

察が か けて い る こ と。第 2に ， 戦後 の 5ラ ン ジ ス タ 登場以 降の 歴 史 に の み 注 目 し，戦 前 ・

戦中の 半導体物性研究からの 連続性 を無視して い る こ と で ある 。 半導体分野 の 産官学 の 研

究者，技術者が ，
と きに 競争 し，と き に協調 す る ， そ うした行動 を と っ た背景 に は

， 戦

前，戦中か ら戦後 にか けて ，物性物理 ， 固体電子工学の 厚 い 研究者層 が 形成 され ， 活発 な

共同研究が行 わ れて きた こ と，学会が 組織 ・整備 され，個別研究 や 共同 研 究 を支える さま

ざま な 国の 研究支援制度が 整備 され て きた こ とな どがあっ た 。 そ の た め ， 半導体 の 分野 で

コ ミ ュ ニ テ ィ と呼べ る ような もの が形成され，産官学で 困難 な 問 題に 立ち向かう体制が で

きて い た こ とが，戦後 の 半 導体技術発展 の 背景 に あ っ た と結論す る 。

は じめに

　日本の 半導体技術 ・半導体産業は第二 次大 戦後め ざまし く発展 し，内外か ら大 きな注 目を集め

て きた 。 ジ ャ
ー

ナ リス ト，業界関係者 ， 大 学研究者な ど に よ る 関連書 もお び ただ しい 数 に上 る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 tD

そ の 中に は，中川靖造氏や相田洋氏の 著作な ど，大 きな話題 を呼ん だもの もある 。
こ れ らの 著作

を見る と，日本 の 官民 の 研 究者 ・技術者たちが ， ア メ リ カ か らもた らされた半導体技術 に悪戦苦

闘 しなが ら ， そ れ らを自分の もの に し， 発展 させ て い く様が生 き生 きと描かれ て い る 。そ れ と同

時 に，それ ら の 書物に繰 り返 し登場する研 究者 ・技術者た ちが ，い わば顔 見知 りの 関係にあ り，

ひ とつ の コ ミ ュ ニ テ ィ とで も呼べ る ような もの があ っ た ように感 じられ る。すなわち，き っ か け

さえあれ ば，容易 に集 ま り， 交流 し ， 協力 しあえる よ うな社 会的環境で ある。た とえば ， 有名な

超 エ ル ・エ ス ・ア イ技術研究組合の 事例 も，半導体の 分野 で ，大規模な共同研 究プ ロ ジ ェ ク トが

比 較的容易に成立 しえた何かが あっ た こ と を窺わ せ る もの が あ る 。

　しか し， そ うした コ ミュ ニ テ ィ が半導体の 分野で あっ た の か どうか 。 もしあ っ た と した ら ，
ど

の よ うに形成 され た の か 。 そ うした点 につ い て は ， 残念なが ら，上記の 著作は明 らか に し て くれ

ない 。 筆者は こ れ まで ，科学技術動員を背景 と し た戦前 ・戦中 ・戦後 の 共同研究活動に つ い て ，

注　（1） 中川靖造 「日本の 半導体開発
一

超 LSI へ の 道 を 拓 い た 男 た ち一
」 ダ イ ヤ モ ン ド社，1981年 （講談

　　　 社文庫，1985年）；相 田 洋 『NHK 電子立 国 日本の 自叙伝』 （上
・
中

・下 ・完結） 日本放送出版協会 0

　　　 1991，1992年。 な お，ジ ャ
ー

ナ リス トに よ る半導体業界史の 先駆 け に な っ た もの と し て ，松 尾 博志

　　　 「日 米半導体産業 30年」『コ ン ピュ
ートピ ァ 』（1979年 6 月号

〜1982年 12 月号） が あ る。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 ［z ）

調査研究を進め て きた 。 また ， 近年の研究で は，戦後，国内 の 様 々 な産業分野で
， 活発 な共同研

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3 ）

究や技術交流が行わ れ て い た こ とが 明 らか にな っ て きて い る 。 そ こ で ， 本稿で は ， 半導体技術 を

事例に ， 研究者 ・技術者の 共同研究活動や コ ミ ュ ニ テ ィ の 形成が，技術 の 発展に及 ぼ した影響を

検証す る 。

　と こ ろ で ，日本の 半導体技術の 歴 史につ い て は，第二 次大戦後 の トラ ン ジ ス タの 発明を画期 と
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c4）

して ， 叙述を開始 して い る著作が多い 。 1948年 6，7 月 頃 に トラ ン ジス タ発明の 情報が 連合国軍

総 司令部 （GHQ ） を通 じて 日本の 関係者に もた らされ ， そ の 情報 を もと に，官民の 研 究者 ・技

術者に よる調査研究が開始 される とい うス トーリーで ある 。 他方 ，
こ うした見方に異を唱え，戦

前 ・戦中か らの 半導体研究が重要な役割を果 た した とする著作 もある 。 武田
・
今井 ・高橋編 『日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛5）

本の エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 源流』がそれで ある 。 同書 では真空 管と トラ ン ジス タ を技術史的に連続

的な も の と して と らえ， 半導体物性論に もとつ く真空管の 酸化物陰極の 研究が ，戦後の 半導体研
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c6）
究の先駆け とな っ た ことが 強調されて い る 。 実際に ，戦後初期の 半導体研究者 の 中には ，戦前 ・

戦 中に 真空管の 酸化物陰極 ， 光電管の 光電陰極 ・蛍光体 ， レーダーの 鉱石検波器 ， 交流を直流 に

変換する金属整流器などの 研究に従事 して い た もの が多豚。 それ らの研究 は い ずれ も半導体的性

質を もつ 材料 を扱 うもの で あ っ た。そ こ で
， 本稿 で も ， 戦前 ・戦中の 半導体 をめ ぐる研 究状 況か

　 　 　 　 　 　 　 　 （Sh

ら検討 を開始 したい
。

注　（2 ）　青木洋
・
平本厚 厂科学技術動員 と研究隣組

一一
第二 次大戦 下 日本 の 共同研究

一
」『社会経済史学』

　　　 第 68巻第 5 号 （2003 年 1月）；青木洋 「第二 次大戦中の 研究隣組活動
一

研究隣組趣旨及組員名簿 に

　　　　よ る 実証分析一
」『科学技術史』第 7号 （2004年12 月）；同 「学術研究会議 と共同研究の 歴 史

一
戦

　　　 前 か ら戦 中 へ 一」f科学技術史』第 9号 （2006年10 月）；同 「第二 次世界大戦 中 の 科学動員 と学術

　　　 研 究会議 の 研究班」「社会経済史学』第 72 巻第 3号 （2006 年 9 月）；同 「学術研 究会 議 の 共 同 研 究

　　　 活動 と科学動員 の 終局
一

戦中か ら戦後 へ
一一

」『科学技術史』第 10 号 （2007 年 10月）。

　　（3） た とえば，電子工 業 につ い て は，平本厚 fE本 の テ レ ビ産業一競 争優 位 の 構 造一
』 ミ ネル ヴ ァ 書

　　　 房，1994年 ；高橋雄造 「戦後 日本 に お け る 電 子部品工 業史」『技術 と文明』第 9巻第 1 号 （1994年

　　　 3 月）；青木洋 「日本 に お ける コ ン ピ ュ
ータ の 産 業化

一
研究者 ・技術者 の 活動 を 中心 に一

」「研究年

　　　 報経済学 』（東 北 大 学 ） 第 56 巻第 1 号 （1994年 6月）；金容度 「日本 IC産業の発展史一
共同開発の

　　　 ダ イ ナ ミ ズ ムー』東京 大 学 出 版会，2006 年。造船業に つ い て は，山下幸夫 「日本造船業に み る技術

　　　 の 継承
一

戦前 か ら戦後へ 一
」中川敬

一・
郎編 『企業経営の 歴 史的研究』岩波書店，1990年 ；沢井実

　　　 「造 船 業
一 1950 年代 の 競争と協調

一一
」武田晴人編 「日本産業発展 の ダ イナ ミ ズ ム 』東京大学 出 版

　　　 会，1995 年 。 航空機 工 業 につ い て は，R，　J．サ ミ ュ エ ル ズ （奥 田章順 訳）『富国強兵の 遺産
一

技術 戦

　　　 略 に み る 日本の 総合安全保障
一

』三 田 出版会、1997 年 （RJ ．　Samuels，　Rich　nation ，　strDng 　armN ：

　　　 national 　secun
’
ly　and 　the　technological　transfonuation　offapan ，　Ithaca：Cornell　University　Press，1994）。

（4 ＞　たとえば ， 中 川 『日本の 半導体開eej　；相 田 『NHK 電子 立 国』 な ど。
（5 ）　武田郁夫 ・今井哲 r− ・高橋得雄編 『日本 の エ レ ク トロ ニ ク ス の 源流

一
電 気 試 験 所 神 代 分 室 の 記

録
一

』 （上
・
下）工 業調査会，2001 年 。

（6） 武 田 ・
今井

・
高橋編 『日本 の エ レ ク トロ ニ クス の 源 流 』 （ド），第 7 章 （今井哲 二 分 担執 筆）。

（7）　こ うした研究者 に 丹念 に イ ン タ ビ ュ
ーした 貴重な記録と して，藤田秀

・
国府 田隆夫 「我国に お け

　　る 半導体研 究 の 資料集』中央学 院 大 学総 合科学研究所 ， 工989年 ；同 『日本 に おける 半導体研究』開

　 成出版 ，1992年 が あ る。

（8 ）　日 本の 物性物 理 学 と 固体電子 工 学 の 歴史 を，戦前 に 遡 っ て 分析 した 先駆的研究 と して ，「k
’
Jil浩

　 「日本 に お け る物性物 理 学 と技術 開発」（上〉（下）『経営研究』 （大阪市立大学）第 37 巻第 1，2 号

　　（1986 年 4，7 月）がある 。

50　（582）

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Socio-Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Sooio −Eoonomio 　History 　Sooiety

1　 戦前 ・ 戦中の半導体研 究

　（1 ）　固体物理学の興 隆と日本の 物理学界

　戦後の 半導体技術の 理論的基 礎となる半導体物性論 は，もともと戦前の固体物理学の
…

分野 と

して発展 した もの で ，半導体は磁性体 ， 誘電体 な どとな らぶ 同分野の 重要 な研究対象で あ っ た こ

とに，まず注意 する必要が ある 。 物理学の 世界で は ， 1920年代後半に ヨ
ー

ロ ッ パ を中心に 量子

力学が確立 したが，1930 年代 に入 る と ， 量子力学を用 い た物質の 研 究が大 きな研究の 流 れ とな

り， 研究者の 大 きな注 目を集め た 。 戦後初期の 日本の 半導体研究者 たちが夢中で勉強 した ウ ィ ル

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （9 ）

ソ ン，モ ッ ト＆ ジ ョ
ーン ズ ，ザイツ ，

モ ッ ト＆ ガ ーニ ーな どの 著作 も ，
1930 年代か ら 1940 年

代初頭にかけ て 出版 され た固体物理学 の 代表的著作で あ っ た 。

　日本の 物理学界 にお い て も ， 1930年代に新 しい 固体物理学 の 受容 と研究が始 まり，やが て 東

京帝国大学，東北帝国大学，財団法人理化学研 究所 などで ，研究会 （物理 学の 世界で は しば しば

「コ ロ キ ウ ム 」 と呼 ば れ る）が 開か れ る よ うに な っ た。北 海道帝国大学の 茅誠治，東北 大の仁科

存 などを中心 に 1936 年に始 まっ た 「磁気研究会」， 東大の 西川正 治，落合麒一郎 な どを中心に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1o）

1937 年頃 に始 まっ た 「固体 談話会」な どで ある 。 そ して ，徐 々 に研究者 も増え，研究論文 も増

　 　 　 　 ｛11 ）

えて い っ た 。

　第二 次大戦が ヨ
ー

ロ ッ パ で勃発 し，日本で も科学動員の 必要性が叫ばれ る よ うに な る と
， 国内

研究協力の 重要性や 共同研究の 気運 は高まっ た 。 そうした状況下，物理 学， 固体物理学の 分野で

も い くつ か の 重要な研究会 が こ の 時期に 結成 され る こ とにな る 。

　文部省所管の 学術 団体で ある学術研究会議で は ， 1939年 12 月に 「物理 学研究委員会」が 設置
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c12）

され た 。 同委員会は 「現下 の 内外情勢に鑑み て ，我国物理 学研究の 連絡促進を図る」こ とを目的

に，第 1 か ら第 5 の 分科会 （原子核 ・宇宙線 ， 金属物理 学 ，
基礎理論 ， 低温物理学，分光学） を

設置 し て 活動を開始 ，
1941 年度に は第 6分科会 （固体 及液体構造）を設置 した 。 こ の うち ， 第

2， 第 6分科会が 固体物理 に 関係す る もの で あ っ た 。1940年度 と 1941 年度に開か れ た全分科会

の 会合数は合計 29 回に及び ， 当時の 学術研究会議の 中で
， もっ と も活発 に会合 を開い た委員会

　 　 　 c13）

とな っ た。

　また ，
1942 年 10 月 ， 固体物理

・物性物理 に 関心 の ある研究者に よ り，「物性論懇談会1 が結

成 され た 。 会 の 代表者 は東大の落合麒
一郎であ っ たが，東大だ けで な く， 全国の 大学研 究者 を集

注　（9） A，H．　Wilson，  θ theony厂 of　metals ：　based　on 　an 　essay 　awarded 　the　Adams　prize　in　the　Universily（of

　　　 Cα励 ”噌 21931
−1932，L【）ndon ：　Cambridge　University　Press，　1936；N ．　F．　Mott 　and 　H．Jones，伽 磁 加 oη

　　　 げ 伽 ργ膨 漉 sof 　metals 　and 　aUoys ，　London： OxforCl　University　Press，1936；A．　H．　Wilson ，
　Semi−

　　　 conductors ＆ metalS ：an 　introduction　to　the　electron　theory　Ofmetals，　Cambridge：［［he 　University　Press・

　　　 1939；F．Seitz，　The　modern 　theory　Ofsolids，　New 　York：McGraw ・HM ，1940；M ，　A．　Mott　and 　R．　W ．　Gurney，

　　　 Electronic　processes　in　Ionic　Crystals
，
　Oxford：

’
lhe　Clarendon　Press，1940．

　　（10）　社団法人 日本物理学会編 『日本 の 物理 学史
一上 ，歴 史

・回 想編
一

』東海大学出版会，1978年，第

　　　 4 章第 6節 ， 304頁 （木村東作分担執筆）。

　　（11）　目本物理学会編 『日本 の 物理 学史』，310〜313 頁 ，表 4−6 −2，4 −6− 3 を参照。

　　（12）　学術研究会議編 『物理 学講演集 （1）』丸善，1941年， 序文 よ り。

　　（13）　青木 「学術研究会議 と共同研究 の 歴史」，57〜58貝 。
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表 1　 固 体物 理関 係の 研 究班

物性 論 半導 体 光 電物質 電気 兵 器材料 蛍燐光体

　 　 　 　 　班 　 長

1944年度　班員 数

　　　　　研究費

落 合麒
一
郎

　　 15名

　28，200円

西 　久光

　　 7 名

30ρ00円

落合 麒
一
郎

　 　 　 5名

　26，000円

水 島三
一

郎

　　　17名

150，000円

茂 木 武 雄

　 　 7 名

3ユ，000円

　 　 　 　 　班 　 長

1945年度　班員数

　　　　　研究費

落 合麒
一・
郎

　　 19名

　30，000円

武藤 俊 之助

　 　 17 名

　32，0  0 円

：
一

水島 三
一

郎

　　　29名

150
，
〔｝00円

茂木武雄

　 19名

55ρ00円

出所）　文部省 科学局 『昭和十九年度 動 員 ドニ 於 ケ ル 重要 研 究課題．1，『後藤 ［E夫 文 書』；青木

　　 洋 「第二 次世 界大 戦 中の 科学動員 と学術 研究 会 議 の 研究班」 i
．
社会経済史 学 』第 72巻

　　第 3号 （2006年 9 月）， 76〜77頁，表 4 ；同 「学術 研 究 会議 の 共同研究活動 と科学 動員

　　 の 終 局一戦 中か ら戦後へ
一

」 『科 学技 術 史』第 10号 （2007年 10月）， 13〜16頁，表 9
　　 よ り作成。

めた研究会 として 組織 された 。 同会は 1943年中に講演会 を 3 回 開催，同年 8 月に は 物性物理 の

専門誌 「物性論研究』を創刊 した 。 同誌 は 1944年 5 月まで に 4号が刊行され て い 署。

　1943 年末には，文部省科学研究費 に もとつ く共同研 究制度で ある 「研究班」制度が創設 さ れ
，

運営 を担当す る学術研究会議 の もとで 研 究班の 編成 が 進め られ た 。 そ の 特徴 は 帝国大学 の 教 授 を

中心 としなが ら も， 同 じテ ーマ を専 門とする官民の 研 究者が全 国的に 集め られ ， 編成 され た点に

あ っ た 。 なお ， 文部省の 科学研究費は 日中戦争期 の 科学動員 へ の 気運 の 高 ま りを受 けて
， 1939

年度に創設され た研究費交付制度で ある が ， 当初は帝国大学を中心 に大学別に交付額 を配分 し ，

帝大教授の 個人研究 に使用 され て い る に過 ぎなか っ た 。 これが戦局の 急変 とともに，共同研究支
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ほ5）

援の ため の 研 究費交付制度 と して改編 され る の で ある 。 固体物理 に関係する もの と しては ， 「分

子 論的物性論」 （後 ， 「物性論」 に 改称）， 「半導体」， 「光電物質」， 「電気兵器材料」，「蛍燐光物

質」 （後 ， 「蛍燐光体」に 改称）な ど の研究班が 設置 され た 。 1944 年度 と 1945年度 の 各班 の 班 長

名 ， 班員数 研究費 を示す と，表 1 の通 りであ る。

　以上 の 物理 学研究委員会，物性論懇談会，研究班 な どの 組織は ， もは や 1930年代に 見 られ た

個 々 の 研究室 を中心 と した勉強会 （コ ロ キ ウム）とは異な り，所属機関，出身大学 の 枠 を超 えた

全国的 な研究会組織 となっ た 。

　こ うした固体物理 ・物性物理研究 の 隆盛 は，既存 の 学会 にも変化 を もた らす こ とにな っ た。当

時の 数学 ・物理 学の 代表的学会 で ある 日本数学物理 学会 に 「物性論分科会」が設置 され，1944

年 7 月 9 日に東大で 第 1回 の 会合が 開か れた 。 こ の 会合で は，産官学 の 研 究者に よ っ て ，12件
　 　 　 　 　 　 　 　 Cl6）

の 発表が行 われ た 。そ の 前年 の 『日本数学物理学会誌』第 17巻第 4 号 （1943年 4 月） で は，

「電 子放射特輯」が組 まれ ， 後述の 東京芝浦電気や川 西機械製作所 の 研究者ら に よ る論文 ・
報告

が 5件掲
．
載され た 。

注　（14）　日本物理学会編 『日本の 物理学史』，317〜318 頁 （木村執筆）。

　　（15）　こ の 点 の 詳細 は，青木 「第 二 次世界大戦 中 の 科学動員 と学術研究会議の 研究班」，63〜85頁 ；同

　　　　「学術研究会議 の 共 同 研 究 活動 と科学動員 の 終局」， 1 〜40 頁を参照 。

　　（16＞　「日本数学物理学会記 録」 『日本 数学物 理 学会誌』終刊号，1944〜45 年，4 頁。
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　東大の 物理学者，高橋秀俊 は大戦中に 固体物理 ・物性物理 の 研究が 活発 に な っ た背景 に つ い

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CL7／

て ，次の よ うに囘想 して い る 。

　物性論の 研究 は，大御所 た ちの バ ッ ク な しに，若手の 学 者 が 主 と な っ て 原 子核 に 対抗 して 旗上 げ した と

こ ろ で は じまっ た 。 大東亜戦争が た けなわ に な る と，原子核 の ほ うはすぐの 役に 立 た ない とい うこ とで 休

業に な り，
一

方 ， 物性 は工 業の 基礎 だ と い うこ と で もて はや さ れ，形 成 は 大 分 か わ っ て きた。い ず れ に せ

よ，戦 時態勢 は 着々 と世 の 中の 様相をかえて い っ た。

　こ の 回想に よれば ， 固体物理 ・物性物理研究の 興隆の背景に は，戦争が あ り， 工 業分野か らの

要請があ っ たこ とが うかがえる 。 次 に，こ の 点を見て みた い 。

　 （2 ）　 固体物理 と電子工業
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／

／Is）

　日本物理 学会編 『日本 の 物理学史』に は
，
1930年か ら 1944年ま で に 日本の 物理学分野 の 主要

な学術誌 に掲載 された物性論関係の 論文 ・報告の 著者 120名に つ い て ， そ の 大学卒業年 ， 出身大

学 ・学部，就職先の デ
ー

タを示す興味深 い 年表が ある 。 そ れに よ る と，出身大学 ・学部の 多 くが

東大理 学部物理学科で あ り， そ の うちの 多 くが 東大 を は じめ 各地 の 帝国大学や 理化学研究所など

に就職 して い る こ とが た だちにわかる 。 しか し，それ と同時に ， 工 業研究を主 とする官民の 試験

研究所に 就職する もの も，少 な くな い こ ともわ か る。集計す る と，東京電気 （後，東京芝浦電

　 　 　 　 　 　 　 　 　 “ 9）

気） マ ツ ダ研究所 8 名 ， 逓信省電気試験所 3名 ，、商工 省機械試験所 2 名，川西機械製作所 ， 日立

製作所他 ，
三 菱鉱業，鐘紡，中島飛行機各 1名，計 18名であ る 。 しか も，そ うした機関へ の 就

職 は，1920年代か ら見 られ る の で ある 。

　こ の こ とは物理学の研究者が比較 的早 くか ら工業分野で 必要と され ， 同分野 に進出 して い た こ

とを示すもの で ある 。 実は，上記の 『日本数学物理 学会誌』の 「電子放射特輯」号の 著者 た ち，

すなわ ち東芝の 川村肇や 川西機械 （後 ， 神戸 工 業）の 有住徹弥 らが まさ に そ うで あ っ た の で あ

る 、 こ の点で ， 東芝 マ ツダ研究所は際だ っ て い た 。 技術提携先で ある ア メ リ カ GE 社 の 影響 もあ

り，は や くか ら工 業材料の 基礎研 究を重視す る研究体制 を整え，若手の物理 ・化学の 研 究者を採

用 して い た 。

　工 業研 究に 従事 して い た研究者が ， 最新 の 量子力学に もとつ く固体物理学の 動向に注 目を始め

る の は，1930 年代末頃か らで あ っ た 。 電気試験所 や東芝の 研究者た ちが ア カデ ミズ ム の物理学

者たち にそれ ほ ど遅 れ をとらず，同理論に 関心を示 し ， 勉 強会や ， 東大 ， 理研 の 物理学者たち と

の 交流を始め た 。 そ の 際の彼 らの 問題 関心は，真空管 ， 光電管，金属整流器な どの 電子部品の性

能向上 に あ っ た。真空管 の 性能を大 きく左右する酸化物陰極 （酸化バ リウ ム
， 酸化ス トロ ン チ ウ

ム等）や光電管 ・撮像管の 光電陰極 （硫化 カ ド ミ ウ ム
， 硫化 セ レ ン

， 酸化 セ シ ウ ム 等）t そ し て

金属整流器の 主 材料で あ る亜 酸化銅 ，
セ レ ン などは 半導体の 性質 を持 っ て お り， そ の 性質は不 安

定で ， 取 り扱い が困難で あっ た 。 それ ら の制御の た めに は ， 最新 の 物理学 の 知識 を応用する必 要

注　（17） 高橋秀俊 「諸先生 とあまの じ ゃ く」『自然』第 21巻第 11 号 （1966年 11月），29頁 。

　　（18）　日本物理学会編 『日本 の 物理学史』，320〜322頁，第 4− 6−4 表 （木村執筆）。

　　（19）　日本物理学会編 『日本 の 物理学史』の eg　4 − 6− 4 表で は，西堀栄 三郎が京大へ 就職 とな っ て い る

　　　 が ，西堀 が 京大 に い た期間 は短 い の で ，こ こ で は東京電気 マ ツ ダ研究所 と して 集計。
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性がある と
， 彼 らは感 じた の で あ る。

　電気試験所 で は 1939年 よ り電気材料 の 研究者である駒形作次 を中心 に，真空管 ・光電管の研

究者である清宮博，関壮夫 らが集 ま り，毎週一
回 ， 量子論 ， 固体論 の 勉強会が開かれた。そ の 会

合で は ， たびたび理化学研究所の 物理 学者，杉浦義勝 を招 き，指導 を受けた 。 また，こ の 頃 ， 関
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c2o）

らは同 じ分野の研究者 で ある東芝の 浜田成徳 ， 西堀栄三郎 らを訪ね，交流 を深め て い っ た 。 こ う

した物理 学者や 同 じ分野の研究者 との 交流は ， や が て大 きな 「同好会」運動へ と発展 して い くこ

とになる 。

　1940 年代 に入 る と，日本 を取 り巻 く国際情勢が急速 に 悪 化し，総 力戦の た め の 科学技術動員

体制の構築が叫ばれ る よ うに なる 。 海外 との 交流が困難に な るなかで ， 国内で研究者 ， 技術者が

相互に交流 し ， 協力 して い く気運 が高ま っ て い く。 そ うした情勢下，真空管 の 研 究者に よる大規
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c21）

模 な共同研究会が
，
1941 年 9 月に発足する こ と に なる 。 それが 「真空管同好会」で あ っ た 。 こ

の会は電気学会技術委員会の 電子装置部門真空管専 門委員会 を母胎 に生 まれ た，電子管に 関す る

総合的な研究会組織であ っ た。同会の 代表は東芝 の 浜田成徳 。 会員 は東芝 の 浜田 ， 西堀 ， 電気試

験所の 清宮，関ら電子管 の 研究者だ けで な く， 東大の 落合騏
一

郎，嵯峨根遼吉 ら物理学者 も多数

参加 し ， 学際的 な研究会とな っ た 。 最初 に組織された の は，蛍光体，電子放射 ， 共振器，真空技

術，電子管 ガラ ス，磁電管 （後 ， 超短波真空管へ 改組）の 6 つ の 同好会，こ の うち ， 同好会運動

の 中核的存在 となっ た の が ， 電子放射同好会で あ っ た 。 当時 ， 真空 管の不良原因で
一・
番大 きか っ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛22〉

たの は ，
エ ミ ッ シ ョ ン 不良と呼ばれ る酸化物陰極の 活性度の 低下 であ っ た 。 同会はそ の 熱電子放

射機構 を研究対象 とす る もの で あ っ た 。 同年 12 月 ， それ ら 6 つ の 同好 会を束ね る組織 とし て

「真空管同好会本 部」が結成 され ， 活動 は本格化 して い っ た 。

　こ の 同好会の 特徴は地位や専 門に とらわれ な い ，第
一

線の 研究者 に よ る ，自発 的意志に基づ い

た組織で あ っ た こ と で ある 。 こ の 特徴は やが て全国的 な共同研究機構の 設立 を 目指 して い た内閣

技術院 とその 外郭団体で ある全 日本科学技術団体連合会 （略称，全科技連） に注 目され る と こ ろ

とな る 。 技術 院は戦時科学技術動員の 中心 として期待 され て ，1942 年 1 月 に創設 された官庁で

あ り， 全科技連は既存の 学会 ・協会組織 を糾合 して 1940 年 8 月に設立 され，企画院，技術院の

科学技術政策に協力す るため の 活動 を行 っ て い た 。 当時，科学技術動員の有力な手段の
・
つ とし

て ， 研 究者の 自発 的協力精神 に もとつ く共同研究活動 である 「研 究隣組」運 動の展 開が技術院お

よ び そ の 周辺 で 議論に な っ て い た 。 真空管同好会の 活動 は ， まさにそ の モ デ ル とな っ た の で あ

る 。 こ うして ，同好会をモ デ ル とした 「研 究隣組」制度が 1943年 2 月に創設 され ， 研究隣組は
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （23）

第二 次大戦中の 代表的な共同研究制度の
一

つ へ と発展する こ とに なる。

　研究隣組制度の 発足 を機に ， 真空管同好会本部は 「真空管研究協進会」 と改称され ， 研 究隣組

注 （20） 関壮 夫 「トラ ン ジス タの 初試作 と Lrp」 西 澤潤
一・大 内淳義編 『日本 の 半導体開発

一
劇的発展 を

　　　 支え たパ イ オ ニ ア 25人 の 証言
一

』工 業調査会 ， 1993 年，32 頁。

　　（21）　青木 ・平 本 「科学技術動員 と研究隣組」，11〜12頁。

　　（22）　川村肇 「半導体私史」「日本物理学会誌』第 33巻第 11号 （1978年 11月 ），891 頁。

　　（23）　青木 ・平本 「科学技術動員 と研 究隣組」，11〜13 頁 。
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表 2　真空管同好会 （真 空管 研 究協 進会 ） （1944 年 7 月末現在）

電 子放射 電子管 ガ ラ ス 真空 技術 蛍 光 体 超 短 波 真 空管 共振器 電子線 オ シ ロ 管 二 次 電 子 管

組長 落合麒
一

郎 安部俊夫 嵯峨根 遼吉 亀 山直人 岡部金治郎 森 田清 藤高周平 長 島躬行

組員数 88名 40名 30名 44 名 79 名 33名 51名 34 名

出所 ） 青木 洋 「第二 次 大戦 中の 研 究 隣組 活動
一

研 究隣組趣 旨及組員名簿 に よる 実証 分 析
一

」『科学技術史』第

　　7 号 〔2004年 12月），表 15 よ り作成 。

運営委員会の 下部組織 に編入 された 。 また，同好会の 西堀 と関 は研 究隣組運営委員会の 幹事に就
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CM）

任 し ， 隣組の 運営 に も中心 的な役割を果たす こ とにな っ た 。 その 後 ， 真空管研究協進会は 1943

年 4 月に 電子線オシ ロ 管 と二 次電子管の 2 組が 加わ り，計 8組 とな っ た 。 同会の 参加機関 ・会員
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c25）

数 は 1944年 7月末時点で 43機関 399名に上 り， 巨大 な共同研 究組織 に 発展 して い っ た 。 各組 の

組長 と組員数 を示すと，表 2の 通 りで ある 。

　こ の真空管同好会また は研究隣組に 参加 し た研究者 ・技術者 で
， 戦後 の 半導体研究，半導体業

界で活躍 した人物 をあげる と，渡辺寧 （東北大）， 久保亮五 （東大），関壮夫 （日本電信電話公社

電気通信所），小林秋男，川村肇 ， 納賀勤一
， 犬塚英夫 （以 ．h，東芝），有住徹弥 （神戸 工 業），

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c！6）

伴野正美 （日立 製作所）， 長船廣衛 （日本電気）らで あ っ た 。

　以 上に述 べ た真空管同好会，研究隣組運動の 高揚 の 背景に は ，太平洋戦争の 進展 とと もに ， 無

線通信機器や レーダ
ー

な どの 軍事的重要性が増大 した こ とが あ っ た 。 それ らの 機器を構成する各

種電子部品へ の 量的 ， 質的ニ ーズが，か つ て な い ほ どに高 ま っ て い た の で ある 。

　また
，

上述の研究隣紅 では取 り上 げられ なか っ たが，無線機器や レ
ー

ダ
ー

の部品で ， 半導体 を

主材料 とする も の と して ， 金属整流器や 鉱石検波器が あ っ た。こ れ らの 研究 も大戦中，日本電

気 ， 日立 ， 東芝 ， 日本無線 などの メ ーカ ーや ， 海軍技術研究所など で行わ れた 。 電子管や蛍光体
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c27）

の 研究者で ，金 属整流器や鉱石検波器 の 研究 に関係 した もの も少 な くな い 。

　亜酸化銅，セ レ ン な ど を主要材料に す る 金属整流 器 は 1920 年代 に欧米で 実用化 され ，交流 を

直流に変換する必要が ある電源その 他 に使用 された 。 日本で は 1930年代中頃か ら日本電気 ， 東

京電気など に よ っ て 製造 が は じまっ た 。 しか し，物質の 状 態が不 安定で 複雑な亜 酸化銅，セ レ ン

を主材料 とす る金属整流器 の 生産 は ， 経験や勘 に頼 る と こ ろ が大 きか っ た とい われ る 。 た とえ

ば ， 日本電気で は 「セ レ ン を太陽光線 に当て る と効率が 良 くなる と信 じられ て い て ，晴れた 日に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／28）

は 工 場の 空地 の 棚 の 上で
，

セ レ ン 板が 日光浴を して い た」。

　第二 次大戦 中 ， 銅の 不足に よ り，亜酸化銅整流器 よ りもセ レ ン 整流 器が 注 目され ， そ れを製造

する メーカ ーが増加 した 。 電元工業 （後 ， 新電元工 業），富士 電炉工 業 （後 ， オ リジ ン 電気〉，北

注　（24）　青木 ・平本 「科学技 術 動 員 と研 究 隣 組」，14頁 。

　　（25）　「真 空 管研究 協進 会説 明 書」 日付不詳，東京大学 附 属 図 書館所蔵 『美濃部洋次文書」 （文書番号

　　　 7450）。

　　（26）　青木 「研究隣組組員名簿」 『科学技術 史 』 第 7 号 （2004年 12月），107− 135 頁。

　　（27）　た とえ ば ，伴野正美 「半導体 の 事業化 に賭け る」西澤 ・大内編 『日本 の 半導体開 発』，230〜233

　　　 頁 を参照。

　　（28） 長 船廣衛 『半導体 の あゆ み 』 日本電 気文化 セ ン タ
ー，1987年，4 頁 。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛29）

野電気工 業 （後 ，ス タ ン レ
ー

電気）， 東邦産業研究所 （後，サ ン ケ ン 電気）な どが そ うで ある 。

しか し ， 需要者の 要求には量的に も質的に も十分に 応 じられ なか っ た よ うで
， 戦争末期の 1945

年 5月には 内閣技術院の 関係者 と大手需要者で ある日本無線が 中心 となっ て ，
セ レ ン整流器の研

究生 産体制の 一元化が 計画された。そ の 内容は電元工 業 を中心に ，各社の 統合を進め て，生産を

一
社 に集約し ， あわせ て 「綜合研究所」 を設立する とい うもの で あ っ た 。 すで に業界で は ，北野

電気を中心に 「セ レ ン 工 業研究所」が 同年 3 月 に設立され ， 研究生産体制の 統合の 動 きが 見られ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3o ）

た 。 それを業界全 体に広 げようとい う計画で あ っ た 。 結局 ，
こ の 計画 は終戦 に よ り実現 しなか っ

た よ うで あるが ，
こ の

一件か ら，
セ レ ン整流器の 研究促 進の 必 要性が ， 当時の業界関係者の 問で

強 く認識 されて い た こ とが うか が える。

　鉱石検波器 は方鉛鉱や黄鉄鉱な ど の 天然鉱石 を材料 とし て
， 無線電波 を検出す る部品で あ り，

無線通信 ・ラ ジオ の 黎明期 に広 く使用 されて い た もの で ある 。 1920 年代以 降の 真空管 の 発達 と

と もに ， 徐々 に真 空管に代替 さ れ，長 い 間，忘れ去 られ て い た の が，第二 次大戦中の レーダ
ー

の

発達と ともに再 び注 目を集め ， レ
ー

ダ
ー

用 に使用 され るよ うになっ た もの で ある 。
こ れ は飛行機

や艦船 な どか ら反射する レー
ダ
ーの微弱なパ ル ス 波を検出す るには ， 既 存の 真空管で は 困難で あ

っ た ため で あ る。しか し ， 黄鉄鉱 ，
シ リ コ ン

， ゲル マ ニ ウ ム な どの 不安定な半導体鉱石 に金属針

を接触させ て検波するため ， 材料の 選定や針の 調整が きわめ て 難 しか っ た とい われ る 。

　欧米各国で は大戦中に研究者が鉱石検波器 の 改良 ・開発 に努力 し，その 過程で シ リコ ン ， ゲ ル

マ ニ ウ ム の 高純度結晶化や 不純物投入 の 技術が 向上 し ， 戦後の トラ ン ジ ス タ の 登 場に技術的基礎
　 　 　 　 　 　 　 　 　 （31｝

を与える こ とに なっ た 。 日本で も物理学，電子工 学の研究者 らが大戦中 ， 海軍技術研究所に動員

され て ，鉱石検波器の 調整や研究にあた っ た。戦後の 半導体 ，
エ レ ク トロ ニ ク ス の研究者で ，そ

うした 経験の ある者 をあげる と ， 電 気試験所の鳩 山道夫 ， 和 田弘 東大 の 霜田光一
らが そ うで あ

　 （32l

っ た 。

　 さ て ，1945 年に 入 る と， 戦中の 研究開発 の 努力は空襲の 激化，疎開な ど生活環境の 悪化に よ

り， 徐 々 に困難に なっ て い っ た 。 そ して ，同年 8 月に終戦 をむか える こ とにな る 。 終戦後 も疎開

先か らの 引 き上 げ，食糧難 組織の 改廃 な ど混乱 した状況が続 い たが，1946 年に なる と ， 早 く

も半導体に関連 した研究が再 開される こ とになる 。 次に，終戦後の 状況に つ い て見る。

2　 終戦か ら トランジスタ登場まで

終戦後の 混乱 した 状況下 で
，

どの よ うに研究が再 開された の か とい うこ とは ， 今 日か らす る

注　（29）　植村泰忠 ・菊池誠 『半導体 の 理論 と応用 （上 ）
一そ の 半世紀 の 歩み一』裳華房，1960年，274〜

　 　 　 275 頁。

　　（30）　防衛省防衛研究所図書館所蔵 『堀岡正 家史料』「セ レ ン 整流 の 生産向上 方策」所収 の 文書 よ り。

　　（31） 植村 ・菊池 『半導体 の 理論 と応 用』，351〜353 頁。

　　（32）　鳩山道夫 「半導体 を支 え た 人 び と一超 LSI へ の 道一』 誠 文 堂 新光社，1980 年，26〜27 頁 ；和 田

　　　 弘 「日本 の コ ン ピ ュ
ータ開発 の 揺籃期」『電 子 通信学会誌』第 65巻第 10 号 〔1982 年 10 月），1041

　　　 頁 ；霜田光
一

「戦時中の 研究の 思 い 出」『日本物 理 学会誌」第 32 巻第 10 号 （1977 年 10 月），800〜

　 　　 807 頁。
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と，想像 しが た い こ とであろ う。 しか し，戦中に い っ たん 高揚 した科学技術推進の 気運 は ， 終戦
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （3a．）

後の 悪化 した研 究環境の 中で も，衰える こ とはなか っ た 。

　日本数学物理 学会で は終戦後 ， 物理 学者の 増大 を背景 に 「日本数学会」 と 「凵本物理学会」の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c34）

分離が検討 され ， 1946 年 4 月に 日本物理学会が創設 され た。創設後 の 物理学会で は，半導体物

性の研究発表が活発に行われた 。 まず ， 1946年 1  月 ， 第 1回 の 物性論分科会が 開催され ，
16 件

の 研究発表が行わ れ た。半導体関係で は ， 半導体 の 基礎理 論，亜 酸化銅，酸化物陰極 などに関す
　 　 　 　 　 　 ｛35）

る発表があ っ た 。 翌 1947 年 10月 の 第 4 回物性論分科会で は 半導体 に限定 し て 行わ れ，23 件の

発表が行わ れた 。 その なか で は，亜 酸化銅，亜 硫化銅 ， 酸化ニ ッ ケル ，セ レ ンな どに関する研究
　 　 　 　 　 　 （3e ）

が 多くを占め た 。 翌 11 月に は，第 1 回 の 電子放射分科会が 開催 され，17件の 活発 な報告が行わ

羨 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 L3s）

　こ うした状況 に つ い て，当時発行 された 『科学年鑑』で は ， 次の よ うに 述べ られ て い る 。 「物

性論の 過去一年における活動はか な りに華か で あ る 。

・・…・物理 学会の 和文 ， 及 び欧文の 報 告もよ

うや く順次刊行 され るに至 っ た 。 そ の 発表論文の うち，半数以 上 は物性論の 関係で ある 。 もっ と

も，こ れ らは大部分 ， 戦時中の研究が や っ と 日の 目をみ る ように なっ た もの で はあ る」。 すなわ

ち ， 戦 中か らの 物性論研究の 隆盛が戦後 も続 い て い た の で ある 。

　で は，戦中の 共 同研究活動は ， そ の 後 どうなっ た で あろうか 。 真空管同好会の 中核 的研究会で

あ っ た電子放射同好会 （研 究隣組）は戦争末期 ， 東京 の 空襲が激 し くなる ととも に，活動は中断

された 。 そ し て ，終戦時に は研 究隣組制 度 自体 も廃止 され た 。 しか し ， 同会は 「戦後か な り早 く
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c39）

有志の 集 ま りとして復活」 した の で ある 。 再 開の 正 確な年月は不明で あるが，戦後 は 「電子放射

研究会」あ る い は単に 「同好会」と い う名称で
， 半導体物性論に も とつ く電子管 の 研究会が継続

して 行われた。そ うした活動の 成果は上記の 活発な学会発表 に も表れ て い た 。 日本物理学会で の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c4u）

電子放射関係 の 年問発表件数 を調査 した文献に よる と
，
1946〜1947 年の 年間 10件 か ら件 数は

徐 々 に増加 し，1951〜1952年 には年間 30件近 くに達 し，ピー
ク を迎 えた 。 その 後，件数は急速

に低下す る の だが ，この 時期 まで ， 電子放射 に 関する研究が盛 り上 が りを見せ て い た こ とがわか

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c41）

る 。こ の 分野 の 名著 とされる ，川村肇他 『電 子放射 と半導体』が発行 される の も ， 1950年で あ

っ た 。

注　（33）　こ の 点 は，学術研究会議 の 共同研究活動 も 同様で あ っ た 。 青木 「学術研究会議の 共 同研 究活動 と

　　　 科学動員 の 終局」，20〜23 頁 を参照。

　　（34）　望月誠
一

「数物学会解散か ら物理 学会設立まで 」『日本物理 学会誌』第 32巻第 10号 （1977 年 10

　 　 　 月 ），755〜757 頁 。

　　（35）　「日本物理 学会記事」 『日本 物 理 学会誌』第 1 巻第 1号 附 録 （1946 年 12 月），38〜41 頁。

　　（36）　「学術的会合」『日本物理 学会誌』第 2 巻第 5 号 （1947年 11〜12月），207〜209 頁。

　　（37）　「学術的会合」『目本物理 学会誌』第 3 巻 ee　1 〜2 号 〔1948 年 1 〜4 月），49〜52 頁。

　　（38） 民主 主義科学者協会編 『科学年鑑』第 2 集 （1947．5〜1948．4） 日本科学社，1948年 ， 25頁 。

　　（39）　納賀勤
一

「企業 の 研究所 で 40 年，思 い 出の 記」 「応用物理』第 51 巻 第 1号 （1982年 1 月），57

　 　 　 頁。

　　（40）　今井哲 二 「応用電子物性分科会 の 発端」 『応用物理』第 51 巻第 2号 （1982年 2 月），226〜231

　　　 頁。

　　（41）　川村肇 ・小林秋男
・久保亮五 ・納賀勤

一
『電子放射 と半導体』産業図書株式会社 ，1950年 。

（589） 57

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Socio-Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Sooio −Eoonomio 　History 　Sooiety

　なお，同書の 研究の 主要部分は ， 戦中に 行われ た もの で ある の で
， 同書は戦 中の 日本の 電子管

研究 の
，

一
つ の 到達点を示す もの であ っ た 。 戦 中は材料の 悪化など に よ り，電子管 の性能向上 と

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛42］

い う目的を容易に達成す るこ とは で きなかっ たが ， 研究史的には大 きな進展が あっ た とい える の
　 　 ［43）

で あ る。

　戦 後の 電子放射研究会 に つ い て い えば ， そ の 運営は電気通信省電気通信研究所 （後 ， 日本電信
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （441i

電話公社電気通信研究所）を中心 に行わ れた 。 電気通信研究所 は逓信省電気試験所が GHQ の 指

示に よ り，1948年 8 月に分割され て で きた研究所で ，通信 を中心 とす る試験 研究機関で あ っ た 。

も う
一

方の 電気試験所 は，工業技術庁に移管 され，工業技術庁電気試験所 （後，工 業技術院電気

試験所） とな り，電力中心 の 試験研究機 関とな っ た 。 電気試験所お よび電気通信研 究所は と もに

戦後の 半導体分野 の 共 同研究活動にお い て 中心的な役割 を果たすこ とになる。

　電 気試験所 で は終戦後 ，
い ち早 く半導体の 研究が再開され た 。 1946 年初頭 ， 電気試験所に各

部横断的な 「研究班」制度が発 足 し
， そ の

．．一・
つ と して ， 「半導体研究班」が発足 した 。 班長 は真

空管同好会 ・研究隣組で中心 的な役割を果た して きた
， 同所電子 管部の 関壮夫であ っ た 。 関は所

内各部か ら人材 を集め ，東京大学の 落合騏
一
郎，高橋秀俊 らの 物理学者 の 指導を受けなが ら，週

…
回，半導体物性論 の 研 究会 を開始 した。こ の 会合 は こ れ まで 述 べ て きた こ とか らわか る よう

に ， 電子放射研究会の 活動 と密接 に関連 の あ る も の で あ っ た 。 半導体研究班 の 活動は 1948 年 8
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t45）

月に電気試験所が 分割 され，関 ら電子管研 究者が電気通信研 究所に 移 る ま で 続 け ら れ た 。 そ し

て ，関は後に 電気通信研究所 で トラ ン ジ ス タの 研究を推進する こ とにな る 。

　また ， 電気試験所基礎部で は，当時同部長を兼務 して い た東北大学の 渡辺寧 の指示に よ り， 部

員の鳩 山道夫に よる半導体研究が 開始 され た 。 鳩 山は上述の よ うに海軍技術研究所で 鉱石 検波器

の 調整 に従事し た 経験が あ り， 戦 後 まもなく海軍技研 から電気試験所 へ 移 り， 半導体 の研究に 従
　 　 　 　 　 　 　 　 （・ia）
事す る こ とにな っ た 。 後に ，鳩山の 研究室が分割後の 電気試験所に おける半導体研 究の 中心 とな

る。

　こ の 頃 ， 鳩 山の研 究グ ル ープや 東北大 学の 渡辺が 関係 した研究会に ， 「半導体研究会」とい う
　 　 　 　 （47 ）

の が あ っ た 。 こ れ は金属整流 器メ ーカーで ある 新電元工 業 ， オ リジ ン 電気，ス タ ン レー電気 ， サ

ン ケ ン 電気，京三製作所 などの 技術者を中心に 組織 され て い た研究会で あ っ た 。 会合 は毎月
一・

回

定例で 開か れ ， 古河竃気工業 など の 銅，セ レ ン の 材料 メ
ー

カ
ー

や，大学 ・国公立研究所 の 研 究者
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ほ おコ

も多数参加 し，当時 として は比較的大規模 な研究会で あ っ た。こ の 背景に は，戦後 ，
金 属整流器

注　（42）　川村 「半導体私史」，893頁。

　　（43）　同様 の こ とは，海軍技術研究所島田 実験所 で 行 わ れ た マ グ ネ トロ ン （磁 電 管） の 共同研究 に つ い

　　　 て もい え る 。 こ の 研究 で も電子 工 学者だ けで な く，物理学者 を動員 して，マ グ ネ トロ ン の 動作原理

　　　 の 解 明 が 学際的 に 進 め ら れ ，大 きな 研 究 成 果 を あ げた。そ の 成果 は 戦後 ， 朝永振
一

郎
・
小谷正雄編

　　　 『極超短波磁電管の 研究』み すず書房，1952年と して 刊行 さ れ て い る。

　　（44） 今井 「応 用 電子物性分科会 の 発端」， 228貞。

　　（45）　電 気試 験 所 編 集 発 行 『電気試験所最近 の 十年史 （創 立六 十周年記念）』 1952年 ， 259〜261頁 ；関

　　　 「トラ ン ジ ス タの 初試作 と LTP 」，34〜35頁。

　　（46） 鳩山 「半導体を支え た 人 び と』，26〜29 頁 。

　　（47） 鳩山 『半導体を支えた人 び と』，9，81頁 。
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の研究が九州大学，大阪大学 ， 名古屋大学など，大学の物理学者を中心に ，
．一

大 ブ
ーム に なっ た

こ とがあ っ た 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c49）

　こ の 点に つ い ては ， 植村泰忠 ・菊池誠 「半導体の 理論 と応用』に興味深 い 分析 がある 。 そ れ に

よる と ， ア メ リ カ で は 戦前 ・戦時中の 固体物理 学 ，
電 子工 学 の 発展を受けて ，終戦 後か ら 1950

年代初頭に か けて ，ゲ ル マ ニ ウ ム
，

シ リ コ ン を材料 とする トラ ン ジス タ の 研究が 隆盛 した が
， 他

方，イギ リス と日本で は ほ ぼ 同時期，亜酸化鋼 ，
セ レ ン を材料 とする金属整流器の 研究が異常 な

盛 り上が りを見せ た と い うの で あ る 。
つ まり，各 国とも同じ量子力学に もとつ い た半導体物性 の

研究に取 り組んで い た に もかかわ らず，戦後にお い て ， 異 なる方 向に研究が進んで い っ た と い う

こ とで ある。なお ， イギリ ス は半導体物性論 の 発展の 中心 とな っ た国で あ り，上述の ウ ィ ル ソ ン

や モ ッ トは同国の研究者で あ っ た 。 しか し，「その 時代に英国で は 半導体研究者の
一流 ど こ ろ が，

踵 をそ ろ え て ，セ レ ン
， 亜酸化銅整流器 を中心 とする整流理論の 大 きな体系を作る こ とに 努力 し

　 　 くゆ

て い た」。

　したが っ て ，金属整流器の研 究の ブーム は決 し て 日本に特殊 なこ とで はなか っ た 。 上 述 の 植

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （51／i

村 ・菊池の分析に よる と， 当時の 主要学会で あ る 日本物理学会 の 年会，分科会 で発表 され た金属

整流器関係の 発表件数 は ， 戦後徐 々 に 増加 し ，
1950 年か ら 1953年 にか けて 年平均 24件 とピー

ク に達 し ， その 後，急激に低下する とい う過程 をた どっ た 。 結果的に，亜酸化銅 ，
セ レ ン は

， 高

純度単結晶化が可能な シ リ コ ン
，

ゲ ル マ ニ ウ ム とくらべ て ，物理 的性質が複雑で，科学が応用で

きる範囲が 限 られ て い た とい われ る 。 そ の た め ，戦後の 半導体研 究 の 主流 とは な らなか っ た 。 し

か し，金 属整流 器 に関係 した多 くの研究者た ち は，そ の 後，シ リコ ン
， ゲ ル マ ニ ウ ム の 研究に移

行 して い くこ とに な る 。

3　 トラ ン ジス タ以後

　（1 ）　 トランジス タ研 究委員会

　トラ ン ジ ス タが ア メ リカの ベ ル 電話研究所で 1947年 12月 に発明 され ， 翌 1948 年 6 月か ら 7

月に か け て 外部に公表 され ，そ の 情報が GHQ を通 じて ，日本 の 関係者に伝 え られ た話 は ， 多 く

の 書物で語 られ て い る 。 要約すれ ば
，
GHQ と の接触が多か っ た電気試験所幹部や 東北大学の 渡

辺寧などが ，こ の 情報をい ち早 くキャ ッ チ し ， 彼らを起点 に各方面 に情報が伝播 して い っ た とい

うこ とで ある 。

　戦後の 半導体研究 半導体技術 の 発展 に とっ て ， トラ ン ジ ス タ の発明，すなわ ち高純度単結晶

の 半導体材料 に よる電流増幅作用の 実現が，画期的な出来事で あ っ た こ とは言うまで もな い 。 し

か し，そ の
一方で ，それ まで 半導体 に直接 ・間接に関 わ っ て きた H 本の研究者 の 多 くが ，その 発

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ほ の

明を，「驚い た が嘘だ とは思わなか っ た」 の も事実で あ っ た。そ して ，た だ ちに大 きな関心 を寄

注　（48）　植村
・菊池 『半導体 の 理論 と応用』，335頁 。

　　（49） 植村 ・菊池 『半導体 の 理論 と応 用』，305〜309，331〜334 頁。

　　（50）　植村 ・菊池 『半導体 の 理論 と応用』， 306頁 。

　　（51） 植村 ・菊池 「半導体 の 理 論 と応用』，333 頁，表 3．6。
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表 3　 トラ ン ジス タ研究委員会 〔1950 年度 ）

半導体製品の 改良

　　　 主 任研究 者　　　　東北 大工

L ゲ ル マ ニ ウ ム 硅 素精製分析に 関す る 研
．
究

　　　 東　　大　　　　 教　授

　　　 東北 大 選 鉱製錬研　所　長

2．鉱石 検 波器 お よび整流器に 関する研究

　　　 東芝電気　　　　 技　師

　 　 　 　 　 〃　 　 　 　 　 　 技 　 師

　 　 　 　日本電 気 　 　 　 　 　技 　 師

　　　 東 　　大 　　　　 教 　授

　　　　日立 製作所 　 技 師

3．半導体 の 物理 的特性 の 研 究

　　　 東 北 大 　　　　 教

　　　 横浜国 大　　　　 教

4，ト ラ ン ジ ス タ
ー

に 関す る 研 究

　　　 電気 試 験所
．
　　　 所

　　　　　 ・　　　　　 技

　　　 東 北 大　　　　 教

授

授

長

師

授

渡 辺　 　 寧

木村健二 郎

小野 　健 二

犬塚 　英夫

小林　秋男

高崎 　　勲

熊谷 　寛夫

伴野　正 美

袋井　忠 夫

吉 田梅 次 郎

駒形 　作次

鳩 山　 道 夫

渡辺 　　寧

出所）　文部省 科学 試 験研 究 費に よる研 究調査委員会編 『昭

　　 和 25 年 度 文部 省科学 試 験研 究 費研 究 報 告集 録．一電 気

　　 編一
』 日本 学術 振 興 会，1952 年 3 月，49〜52 頁 よ り

　 　 作 成。

せ る研 究者 も現れた 。

　最初 に大 きな行動を起 こ し た の は
， 電

気試験所長の 駒形作次 と東北大学 の 渡辺

寧 を中心 とする グ ル
ー

プであ っ た。 彼 ら

は 1949 年 3 月 ， 電気試験所永 田町本部

に産官学の研究者 を幅広 く集め て トラ ン

ジ ス タ の 研究会 を発足 させ た。会 の 名称

は 「トラ ン ジ ス タ研究委員会」ある い は

「トラ ン ジ ス タ委員会」 と呼ばれ て い た 。

会合は 電気 試験所本部で 隔 月に開催 さ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Cs3｝

れ ，
1950年度まで続けられ た 。

　委員会の メ ン バ ーは国立試験研究所や

大学の 電気 ・通信関係の 研究者 （電気試

験所の 駒形作次，鳩山道夫 ， 菊池誠，電

気通信研 究所の
一

宮虎雄，東北 大学の 渡

辺寧），大手電気機械 メ ーカ ーの 研究者

（東芝 の小林秋男，犬塚英夫，日本電気

の 小林正 次 ， 高崎勲 ， 日立製作所 の 伴野正 美），大学 の 物理 学者 （東大 の 山下 次郎 ， 久保亮五
，

東北 大の 袋井忠夫，横浜国立大学の 吉田梅次郎），大学の 鉱物地質学者 （東大の木村健 二 郎，斎
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （54）

藤一夫，東北大の 小 野健二 ） らで構成 され た 。 総勢で 20名ほ どで あ っ た とい う。

　委員長の 渡辺 は会の 発足 に際 して ，当時文部省科学教育局長を兼務 して い た東大の 茅誠司に ト

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （s5］

ラ ン ジ ス タ の 重要性 を強 く訴 えた とい う。 その 結果 ， 渡辺 らは 1949 年度の 文部省科学試験研究

費 80 万円 ， 1950年度同 15 万 円 （研究課題 名， 半導体製品 の 改良）の 交付 を受け る こ とに なっ

靆。 文部省に提 出された 1950 年度 の トラ ン ジ ス タ研究委員会の研究組織 を掲げる と ， 表 3の 通

りで あ っ た 。

　なお ， 文部省科学試験研究費とは，同省の科学研究費 とは幾分性格が異 なる もの であ り， 終戦

後 ，技術院が廃止 され る の に ともな い
， 文部省が同院の 制度 を引 き継 い で 設置 した 工 業研究の た

注 　（52）　和 田 「日本 の コ ン ピュ
ー

タ 開発 の 揺 籃 期」，1041 頁。

　　（53）　渡辺寧 「トラ ン ジス タ発明後四半世紀」「半導体研究所報告』第 10巻第 2 号 （1973年 9月）， 169

　　　　〜170頁 ；植村 ・菊池 『半導体 の 理論と応 用』，455〜456頁 ；「『トラ ン ジ ス タ 25周年記念号』ア ン

　　　　ケート」『物性』第 14 巻第 4 号 （1973 年 4 月号），263〜298頁 ；文部省科学試験研究費に よ る研究

　　　　調 査委員会編 『昭和 25 年度 文 部省科学 試 験 研 究費研究報告集録
一

電気編
一

』 日本学術振興会，

　　　　1952年 3 月，49〜52 頁。

　　 （54）　 同上資料 よ り。

　　（55）　渡辺 「トラ ン ジ ス タ発明後 四 半世紀」，169 頁 ；茅 誠 司 「弔 辞 」 『半導体研 究所報告』第 12巻第 3

　　　　号 （1976 年 12月）， 93頁 。

　　（56） 「研究費に関す る 資料 （その 1）」「学術月報』第 5巻第 11号 （1953 年 2 月），63 頁 ；「昭 和 25年

　　　　度文部省科学試験研究費研 究報告集録』，49〜52頁。

60　（592）

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Socio-Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Sooio −Eoonomio 　History 　Sooiety

表 4　 半導体関係の 試験研究補助金交 付
一
覧 （1948〜56 年度 ）

年度 題 　　 目 交付先 ・主任研究者 交付額們） 種　　別

1948 鉱 石 検波 器 の 安定化 東 芝 ・小 林 秋 男 30，000 文部 ・科 学 試験

1949
半導体製 品 の 改 良

特 に 高圧 に 耐え るセ レ ニ ウ ム 整流器 の 研 究

東 北 大工 ・渡 辺寧

電元 工 業 ・大槻俊郎

800ρ0050

，000

〃

〃

1950 半導体製品 の 改良 東北大工
・
渡辺寧 150ρ00 ク

1951

亜酸化銅 整 流素子 に 関 す る 研 究

酸 化物 陰極 の 結 晶粗 大化 に つ い て

含ゲ ル マ ニ ウ ム 鉱石 の 処理

糎波技術の 研究 （点接触型シ リ コ ン ダ イオ
ー

ドの

試作）

東 ⊥ 大 ・河 上益 夫

神 戸
．
【：業 ・有住 徹 弥

東北大選鉱研 ・小野健 慌

日本霞気

350，00 
200，000200

，000850

，000

　 　 　 ウ

　 　 　 ク

　 　 　 ク

通産
・応 用研究

1952

接触型 トラ ン ジ ス タ
ーの 試 作研究

日本産 資 源 か らゲ ル マ ニ ウ ム 金属 の 精製

含ゲ ル マ ニ ウ ム鉱 石 の 処 理

ゲ ル マ ニ ウ ム ダイオード及び トラ ン ジ ス ター
の研

究

ゲル マ ニ ウ ム の 製 錬 法

　 　 　 　 〃

日本 電気 ・石 川義興

東 大教 養 ・片 山信 夫

東北 大選鉱研
・小 野健 「

日本電気

石 炭綜合研 究所

太 平鉱 業

200，000250

，00015

〔｝，000600

，000

300ρ00600

，000

文 部 ・科 学 試験

　 　 　 ク

　 　 　 ク

通 産 ・応 用研 究

　 　 　 ク

　 　 　 ク

1953

日 本産資源か らゲ ル マ ニ ウ ム 金属の 精製

ゲ ル マ ニ ウ ム 及 び シ リ コ ン 検波 器 の 工 業 化 試験

半導体 ロ ール ジ ャ ン ク シ ョ ン の 実用 化

ゲ ル マ ニ ウ ム P．M ジ ャ ン ク シ ョ ン の 研 究

ゲ ル マ ニ ウ ム の 製錬法

東 大教 養 ・
片山信 夫

日本電 気

神戸工 業

日本無線

三 菱金 属鉱業

420，000

7ρOO，OOOgOO

，0001
，000，000600

，000

文 部 ・科 学 試験

通 産 ・工 業化試

通産
・
応用研究

　 　 　 ウ

　 　 　 〃

1954

接 合 型 トラ ン ジス タの 製 法 に 関す る研 究

日本産資源か ら ゲ ル マ ニ ウ ム 金属の 精製

ゲ ル マ ニ ウ ム の 製 錬

珪 素 の 新精 製法 及 び精製 珪 素利 用 に 関す る研 究

トラ ン ジ ス タ
ー

の 量 産化

ゲ ル マ ニ ウ ム 製 錬 法

フ ォ ト トラ ン ジ ス ターの 試作 研 究

石 炭燃焼ガ ス 及煙灰 よ りゲ ル マ ニ ウ ム の 抽出

国産ゲ ル マ ニ ウ ム の 精製 に 関す る研究

ゲ ル マ ニ ウ ム の 分析 に 関す る研 究

東 大生 研 ・高木 昇

東大教養
・
片 山信夫

九 大工 ・岡元 敬 蔵

東北 大金研 ・大 日方
一

司

神戸 工 業

r 菱 金 属 鉱業

東京通 信工 業

石炭綜合研究所

電 波技術協会

　 　 ク

　300，0GG400

，GOO200

，000300
，000

8，000，000

8，000，000

　700ρ00

6，200，000

5，950，000
2，10 ，000

文 部 ・科 学 試験

　 　 　 〃

　 　 　 ク

　 　 　 〃

通 産 ・
工 業化 試

　 　 　 〃

通産
・
応用 研究

通 産 ・
特別研究

　 　 　 〃

　 　 　 〃

1955

接 合型 トラ ン ジ ス タ の 製 法 に 関す る 研 究

ゲ ル マ ニ ウ ム の 製 錬

高周 波用 トラ ン ジス ター
の 製造研 究

珪 素 トラン ジス ターの 研 究

トラ ン ジ ス タ
ー
材料の 試験法 に関する 調査研究

純 珪 素の 製 造研 究

銅 鉱 石類 よ り酸 化 ゲ ル マ ニ ウ ム の 製錬 法 の 研 究

東大 生 研 ・高木昇

九大 工
・岡元 敬蔵

東京 通 信 工 業

神戸 工 業

電波技術協会

東海 電 極製 造

増 富 鉱 山

300ρ00300

，000

7，5  ，  D
1

，
450

，
0001200

，000450

ρOO700

，000

文 部 ・科学 試験

　 　 　 〃

通 産 ・工 業化 試

逓産
・
応用研究

　 　 　 〃

　 　 　 〃

　 　 　 ク

1956
超高周 波用 テ トロ

ー
ド トラ ン ジス タ の 製造研究

トラ ン ジス タ の 試験法 に 関す る調査研究

東京通 信工 業

電波 技術 協 会

1，100，0  0750

， 00

〃

〃

合計　38件 60，550，000

　注 ）　補 助 金 の 種別 は 以下 の 略称で 表記。文部 ・科学試験 （文部省科学試験研究費），通 産 ・
⊥ 業化 試 （通 産省 工

　　 業化 試験補助金），通 産 ・応用 研 究 （通 産 省応 用研 究 補助 金），通 産 ・特 別研 究 （通産 省 鉱工 業技術特 別研 究補

　　 助金）。な お，1952年度 ま で の 通 産 省 の 補 助 金 制 度 で は，応用研 究 の 名称は 使用 され て い ない が ，そ れ に 相当

　　 す る もの を，応用 研 究 と して 表記 を統
一

した 。

出所）　『学術月報1 各号 ；「昭和 25年度文部省科学試験研究費研究報告集録』，49頁 ；ゲ ル マ ニ ウム 技 術 委 員会 編 『ゲ

　　 ル マ ニ ウ ム 技 術 委員会 報告書 』 （財 ） 電波 技術 協 会，1955年 ，
4 頁 ：通商産業省重工 業局 編 『目本の 電子 工 業』

　　 日刊 工 業新 聞社 ，1957年，43頁，第 14 表 を もと に作成 。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （57）

め の 補助金制度で あ っ た 。
こ の 文部省科学試験研究費と，少 し後れて 1950 年度に始まる通産省

の 試験研究補助金制度が ， 黎明期の半導体技術 の発展 を
一

貫 して支援 して い くこ とになる （表 4

参照）。

　さ て ， トラ ン ジ ス タ研究委員会の 主要な 目標 は 2 つ あっ た 。 第 1 は トラ ン ジ ス タ の材料で ある

ゲ ル マ ニ ウ ム の 国内資源探査 とそ の精製 ・高純度化，第 2 は トラ ン ジ ス タの 物性論的研 究であ っ

c5s）

た 。 第 1 の 目標は
， 当時 日本に は ゲ ル マ ニ ウ ム が わ ずか しか な く， 輸入 さ れ る ゲ ル マ ニ ウ ム も

　 　 　 　 c59）

「金 よ り高 い 」 とい われ ， 研究者が ゲ ル マ ニ ウ ム を手に 入れ る こ とは ， きわ め て むずか しい 状況

にあ っ た。そ こ で ， 委員会で はまず材料 の 確保が重要 と考え ， 鉱物 ・地質学 の 研 究者に 協力 を求

め た の で ある 。 渡辺の 回想 に よれ ば ， ゲ ル マ ニ ウ ム の 国内資源探査 を東大 の 木村研 究室 に依頼
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c6o）

し，委員会の 研究費の 大半をそ の旅費に注い だ とい う。 なお ，これ に関連 して ，表 3 に見 られ る

よ うに ， ゲ ル マ ニ ウ ム の 代用 晶 として の シ リ コ ン の精製の研究も，東北大学選鉱製錬研究所の 小

野健二 の協力を得て行われ て い る 。

　第 2 の 目標 は， トラ ン ジ ス タ の 原理を明 らかにす る こ とで あ っ た 。 トラ ン ジ ス タの 実物 も見 る

こ とが で きない 状況下で ，ど の ように して ゲ ル マ ニ ウ ム に金属針を二 本立 て た ら，増幅作用が現

れ る か ，ある い は シ リ コ ン，ゲ ル マ ニ ウ ム の p−n 接合の 動作原理な どに つ い て ，「フ ィ ジ カ ル ・

レ ビュ
ー」や 「ベ ル

・シ ス テ ム ・テ ク ニ カ ル ・ジ ャ
ー

ナ ル 」など の 雑誌 に掲載 された，バ ー
デ ィ

ー ン
，

ブ ラ ッ タ ン
，

シ ョ ッ ク レーら の 論文 をた よ りに
， 検討を進め た の で あ る 。

　 こ の 研究の 成 果 は，1950 年 4 月の 日本物理学会分科会 で ，渡辺寧 ・本多波雄，鳩山道夫，山
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c61）

下次郎 らの 委員会 メ ン バ ー
に よ っ て 発表され た。 こ れ らは 同学会にお け る最初 の トラ ン ジス タ に

関する 発表とな っ た 。 しか し，試作実験で は 容易に増幅作用 を確認で きず ， 困難を極め た 。 なぜ

な ら， トラ ン ジス タ の 製作にはゲ ル マ ニ ウ ム ，シ リコ ン を高純度 に結晶化 し，不純物添加処理 を

する とい う，日本 の 研究者た ちが こ れ まで に経験 した こ との ない レ ベ ル の 精製技術 ， 結晶化技術

が必要で あ っ たか らで ある 。

　実際に ， ア メ リカ で も トラ ン ジ ス タが工業化 され る まで に は，それ らの 技術の 革新が 必要で あ

っ た、1950年か ら 1952 年に か けて
，

ウ ェ ス ターン ・エ レ ク トリ ッ ク社 （WE ）， ラ ジ オ ・コ ー
ポ

レー
シ ョ ン ・オブ ・ア メ リカ社 （RCA ）， ジ ェ ネ ラ ル ・エ レ ク トリ ッ ク社 （GE ）などの 技術者 に

よ っ て ，合金法，単結晶引上 法 ，
ゾーン精製法 などが 次 々 と開発 され ，

こ れ らの 技術 をもとに ，

トラ ン ジス タ の 工業化が進め られ た の で ある 。

　結局 ， トラ ン ジ ス タ研究委員会の 試み は， トラ ン ジ ス タの 動作原理を完全 に理解する 前に終了

した 。 渡辺 の 回想に よれば，「整流器なら よ い が トラ ン ジ ス タの 研究はや めた い とい う造反分子

注　（57）

　　（58）

（59＞

　青木 「学 術 研 究会議 の 共 同研究活動 と科学動員 の 終局」，20頁 。

　「昭和 25年度文部省科学試験研究費研究報告集録』， 49〜52頁 ；渡辺 「トラ ン ジ ス タ発明後 四 半

世紀」， 169〜170頁 ；「『トラ ン ジ ス タ 25周年記念号』ア ン ケート」， 283頁。

　「トラ ン ジ ス タ 25周年記念座談会」『物性』第 14巻第 4号 （1973年 4月号），203頁 （犬塚英夫

の 発言）。

（60）　 渡辺 「トラ ン ジ ス タ発明後四半世紀」，169頁。

（61）　「学会記事」『日本物 理 学会誌』第 5 巻第 6 号 （1950 年 12 月），365 頁 。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c62）

が現 わ れ るに至 り， 電気試験所内の 『トラ ン ジ ス タ委員会』は終幕 した」 と して い る 。

　その 後，電気試験所 で は 田無分室の 鳩山研究室で 半導体物性論の 研究会が続けられた 。 こ の 研

究会は鳩山の 研究室の メ ン バ ーを中心 とす る もの で あ っ た が ， 電気通信研究所 ， 早稲田大学 ， 日

本無線，サ ン ケ ン 電気な ど外部か ら参加する者 も少 な くなか っ た とい う。 こ の研究会は 1950年
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （6s］

代後半まで 続け られ た よ うで ある 。

　以上 に 見た よ うに ， トラ ン ジ ス タ研究委員会 の 活動 は短命に終わ っ た 。 しか し ， 同委員会が 第

1 の 目標に掲げた ゲ ル マ ニ ウ ム の 国内資源探査 に つ い て は ，こ の 委員会 をきっ か けに大 きな共同

研究活動に発展する こ とに なる 。 こ の 点を次 に見た い 。

　 （2 ） ゲル マ ニ ウム国産化の 試み

　国内の希少金属の 資源探査 は ， 大戦中の科学技術動員下で 活発 に行われ て お り，た とえば，学

術 研究会議で は ， 前述 の 東大の 木村健二 郎 を班長 とす る 「希有元素」研究班が 1944 年度に設置
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CM）

され，終戦後の 1947年度 まで 活動が続 けられ た。また ， 1948年度に は同 じ学術研究会議に，商

工省地下 資源調査所の 末野悌六 を班長 とする 「鉱物 の 新活用」研究班が設置された 。 こ の 班で は

研究課題 として 「ゲ ル マ ニ ウ ム の 資源 と処理」が設定 され，後に東芝の トラ ン ジ ス タ研究 の 中心

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ces］

となる 犬塚英夫が参加 して い た 。 た だ し，これ は時期的に少 し早 い の で ， トラ ン ジス タの 材料 と

し て取 り上げ られた わけ で は な い 。

　こ の 「鉱物の 新活用 」研究班は学術研究会議の廃止に よ り，1 年度だ けの 活動 とな っ た 。 しか

し，その 前年 の 1947年 7 月に ，同 じ末野 を委員長 とす る 「鉱物 の 新活用 研 究」委員会 （第 111
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （66｝

委員会）が 日本学術振 興会に設置 さ れ
， 活動 を開始 し て い た 。 こ の 委員会で も同 じよ うに ゲ ル マ

ニ ウ ム などの 半導体材料が研究対象 として 取 り上 げ られ て い た。こ の 委員会で の 活動を母体 とし

て ，上 記の トラ ン ジ ス タ研究委員会 か らの 働 きか けを契機 に発足 した の が，「半導体材料委員会」
　 　 　 ゆ エ

で あ っ た 。

　半導体材料委員会 は 195  ，1951年度の 文部省科学研 究費 を得て ， ゲ ル マ ニ ウ ム の 国産化，す

なわち国内資源探査 とそ の 精製 ・抽 出の 研究に本格的に取 り組む こ と に な っ た 。 委員長は東京大

学 の 片山信夫 ， 委員は 11名の 大学の 鉱物 ・地質学者 と，民間か ら 6 名 の 研 究者が参加 した 。 民
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （6s）

問か らの 参加者 の 中に は，上述 の 東芝の 犬塚 と多田格 三が い た 。 委員会の 会合は 2 年間で 11 回
　 　 　 Ceg1

開催され ，そ の 結果 ， 大分県 の 尾平鉱［1」の 白鉄鉱 と，尾平鉱 山 の 鉱 石を製錬す る香川県の 直島精

注　（62） 渡辺 「トラ ン ジ ス タ 発明後 四 半世紀」，170 頁。

　 　（63） 鳩山 『半導体を支えた人 び と』，35 頁 。

　　（64）　「昭和十九年度動員 F 二 於ケ ル 重要研究課題 』文部省科学局 ，
61〜63 頁，1

’
後藤 正 夫文書』；青 木

　　　 「第 二 次世界大戦中の 科学動員 と学術 研 究会議 の 研究班」，76〜77 頁，表 4 ；同 「学術研究会議 の 共

　　　 同研究活動と科学動員の終局」， 13〜16頁 ， 表 9， 30〜35頁，表 19。

（65）

（66）

（67）

（68）

『昭和 23年度研究班組織
一

自然科学の 部
一

』学術研究会議 。

日本学術振興会編集発行 「日本学術振興会 30年史』1998 年。

ゲ ル マ ニ ウ ム 研究委員会編 『ゲ ル マ ニ ウ ム研 究委員会』朝倉書店，1956年，401頁 。

片 山信夫 「半導体材料委員会 に お け る ゲ ル マ ニ ウ ム 資源 に 関す る研究成果」『鉱山地質』第 2 巻

第 6号，1952 年，40 頁 。

（69）　『ゲル マ ニ ウ ム 研究委員会』，401頁 。
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表 5　 ゲル マ ニ ウム研究委員会の 研究組織 （1954 年度）

出所 〉　 文 部 省科 学 試 験研 究 費 に よる 研究調 査 委貝会編 『昭和 29年度文 部省試験研究報告集録
一鉱 山 ・金属 編

一
』

　　 日本学 術 振興 会，1956年 2 月 ， 83〜84頁 よ り作 成。

錬所 （い ずれ も三 菱金属鉱業経営）の 排 出物 （煙灰 ， 沈殿物な ど）が有望 で ある とい う結論に 達
　 げ の

した。

　 1952 年度か らは研 究が応用試験段 階 に 入 っ た と い うこ とで ，文部省科学試験研 究費の 交付 を

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （7L ：1

受け，名称 を 「ゲ ル マ ニ ウ ム研究委員会」 とした 。 同委員会は 1952 年度か ら 1954年度 ま で の 3

年間 ， 研 究費の 交付 を受け，活動 を続けた 。 各年度の 交付額は ，1952 年度 25 万 円 ，
1953 年度

42 万円 ，
1954 年度 40 万 円 で あ っ た （表 4参照）。 委員数は年 々 増加 し，1952 年度 13 名，1953

年度 21 名 ， 1954 年度 37 名で あ っ た 。 増大 した委員は ， 電電公社電気通信研 究所や電 気通 信機

械 メ ーカ ーなどの 半導体物理
・電子工学の 研 究者 と，三菱金属鉱業，住友金属鉱 山など の 民間の

鉱物研究者で あ っ た。1954 年度 の 組織名簿 を掲げ る と
， 表 5 の 通 りで あ っ た 。 同年度で は電気

通信機械メ
ー

カ
ー

か ら多数の 委員が参加 したが ，これは こ の年度か ら， 国内資源か ら回収 ・抽出
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c72〕

されたゲル マ ニ ウ ム の 精製 と， トラ ン ジ ス タへ の 応用研 究が本格化 した こ とを意味 し て い た 。 委

注　（70）　片山 「半導体材料委員会」， 43 頁。

　　（71）　 『ゲ ル マ ニ ウ ム 研究委員会』， 401頁。

　　（72）　『昭和 27 年度文部省科学試験研究費 に よ る研究報告集録 （昭和 28年 4月末現在）・一鉱 i1い 金 属

　　　　編
一

』 日本学術振興会，1953 年，113〜116頁 ；『昭和 28 年度文部省科学試験 研 究費に よ る研究報

　　　　告集録 （昭和 29年 4 月末現在）
…．
鉱山 ・金属編

一
』同会 ， 1954年，117〜135 頁 ；『昭和 29 年度文

　　　　部省試験研究報告集録 （昭和 30 年 4 月末現在）
一

鉱 山
・
金 属 編

一
』 同 会，1956年，83〜91頁。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （73）

員会の 会合 は 3年間で計 20 回に及んだ 。

　こ の 過程で ，1952 年度に （財）石 炭綜合研究所の 稲垣 勝に よ り， 石炭の ガ ス 液か らイオ ン 交

換樹脂を利用 して ゲ ル マ ニ ウ ム を回収する技術が開発 され ， 東京 ガ ス の 工 場で 抽出に成功する と

い う大 きな成果が あっ た 。 その 結果，1953 年度 には東京ガ ス の関連会社 で ある 関東 タール 製品

（株）か ら酸化ゲル マ ニ ウ ム が試料と して提供 され る よ うに な り，その 精製と電気的特性の 分析 ，

さ らに半導体 ダイ オ
ー

ド （二 極管） の 試作が 行わ れ る よ うに な っ た。1954 年度に は直 島精錬所

の排 出物か らの ゲ ル マ ニ ウ ム の 回収 も行わ れ ， 国産ゲ ル マ ニ ウ ム の トラ ン ジ ス タ用 と して の 特性

　 　 　 　 　 　 （74〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
．〔75〕

分析が 行わ れ た 。 そ の 結果，「十分 適格で あるが，純度が まだ最近の外国製品に多少劣 る」 と評

価 された 。

　こ うしたゲ ル マ ニ ウ ム 国産化の 努力は，国会で も注 目され る とこ ろ とな っ た 。 まず 1953年 12

月の 第 19回国会 ， 衆議院電気通信委員会お よび通商産業委員会で ，電気通信機器 の振興 と地下

資源開発 に関連 し て ， ゲ ル マ ニ ウ ム 国産化の 問題が取 り上 げ られ ， 翌 1954年 2 月の 電気通信委
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c76）

員会で は ，
こ の 問題が主要議題 と して 審議 され た 。 こ の議論 を主導 したの は，改進党の 斎藤憲三

（TDK 創業者） と右派社会党の松前重義 （元逓信省工 務局長 ， 元通信 院総裁） らで あ っ た 。 彼 ら

は当時国会で 「科学技術庁」設置運動や原子力推進運動を展開 し ， 既成の科学技術振興体制 に反

発す る議員グ ル ープであ っ た 。 斎藤，松前 らは国会で繰 り返 しゲ ル マ ニ ウ ム 国産化 と トラ ン ジ ス

タ の 振興 を訴 えた 。 その 結果，政治事件 と して 有名な 1954 年 3 月 4 日 の 「原子力予算」成立 の

際に ，「ゲ ル マ ニ ウ ム 製錬技術お よ び 応用研究費」 として ， 1，500万 円が盛 り込 まれ る こ とに なる

　 　 　 ｛T ｝

の で ある 。

　 こ の 1500 万円 とい う金額 は ， そ れ まで の ゲ ル マ ニ ウ ム 研 究委員会の 研究費に くらべ て
， 明ら

か に 巨額 な もの で あ っ た 。 配分先の 工業技術院で は 「鉱 工業技術特別研 究補助金制度」を新 た に

創設 し ， それ に もとつ い て 補助金を交付する方針を決め た 。 そして ，1954年 4 月 28 日に T．業技

術院に 「ゲ ル マ ニ ウ ム技術委員会」 を設置 し，活動 を開始 した 。 委員長は 元 工 業技術 院長の 井上

春成で あ り， 委員 は官民の 有識者 24 名で 構成 され た 。 補助金の 交付先は研究成果の 公表が可 能

に なる ように，公益法人で ある （財）石炭綜合研究所 と （財）電波技術協会 とし ， 前者に 620 万

円，後者に 805万 円を交付す る こ と に な っ た （表 4 参照 ）。 また ， 委員会の 下部組織 として ， 電

波技術協会内にゲル マ ニ ウ ム 応用委員会 とゲ ル マ ニ ウ ム 分析委員会が設置され ， 前者 の 委員長に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c78）

電気試験所の 鳩山道夫 ， 後者に片山信夫が 就任 した。

注　（73） 「ゲル マ ニ ウ ム研 究委員会』， 401頁 。

　　（74）　『昭和 27 年度研究報告集録』，
113〜116 頁 ；「昭 和 28 年 度 研 究報告集録』，117〜135 頁 ； 『昭 和

　　　 29年度試験研 究報告集録』，83〜91 頁。

　　（75）　 『昭和 29年度試験研究報告集録』，84 頁。

　　（76）　「第 18 回国会衆議院電気 通 信委員会議録第 3号』1953年 12 月 5 日 ；『第 19回 国会衆議院通商産

　　　 業委員会議録第 1 号』 1953 年 12月 14 日 ；『第 19 回国会衆議院電 気通 信委員会議録第 2 号』1954

　　　 年 2 月 11 日 ：同第 4号，2 月 13 日 ；同第 6号，2 月 24 日 ；同第 7号， 2 月 26 日。

　　（77＞　「衆院の 焦点 ・重要法案 へ 」『朝日新聞』1954 年 3 月 4 日，1面。

　　（78） ゲル マ ニ ウ ム 技術委員会編 『ゲル マ ニ ウム技術委員会報告書』（財）電波技術協会，1955 年 ， 3 〜

　　 　 4 頁 。

（597） 65

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Socio-Economic History Society

NII-Electronic Library Service

The 　Sooio −Eoonomio 　History 　Sooiety

　委員会の 研究分担は，次の 通 りで あ っ た 。 石 炭綜合研 究所が ゲ ル マ ニ ウ ム の 抽出を担当，ゲル

マ ニ ウ ム 応用委員会が 国産ゲ ル マ ニ ウ ム の 製錬 とそれに よ る トラ ン ジス タ の 試作を担当した。そ

して ， ゲ ル マ ニ ウ ム 分析委員会 は
， 抽出され たゲ ル マ ニ ウ ム の 分析 を担 当したが ，こ れ は実質的

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛79 ）

に上述 の ゲ ル マ ニ ウ ム 研究委員会で 運営 され た 。

　委員会 の 活動は 1954年度か ら 1955年度にか けて 行われ，1955年 12 月に報告書 を発行 して 終

了 した。そ の 結論の 主要 な部分は
， 「国産ゲ ル マ ニ ウ ム は，米国の イー

グ ル ・ピ ッ チ ャ
ー

の 製品
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （so／／
よ り僅か に劣るが ， 現在非常に良 くな りつ つ あ り……」 とい うもの で あ っ た 。 しか し，委員会で

は国産ゲル マ ニ ウ ム の 品質 をめ ぐっ て ，外貨節約の た め に な る べ く国産品 を使用 させ た い 官庁側

の 委員 と，輸入ゲル マ ニ ウ ム を使用 した い メ
ー

カ
ー

側の 委員の 間で ，意見の対立があ っ た とい わ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CSII

れ ， 報告書の 中 で も，そ の 点が率直に 語 られて い た。

　なお ， 1950年代後半に入 る と，ア フ リ カ の コ ン ゴ か ら大量 の ゲ ル マ ニ ウ ム が産出 され る よう

にな り，輸入ゲル マ ニ ウ ム の価格 は年々 下 落 して い っ た 。 同時期に ，冂本で は東京 ガ ス と三 菱金

属鉱 業で ゲ ル マ ニ ウ ム の 生 産工場が立ち上が るが ， 結局，生産量 と価格の 面で
， 輸入品に まっ た

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ／．u21
く太刀 打ち で きず ， 生 産を終了す る こ とになる 。 ただ し ， ゲ ル マ ニ ウ ム の 委員会で 培 っ た技術

は ， トラ ン ジ ス タ 製造過程で 出 るゲ ル マ ニ ウ ム 屑の 回収 ・再生 技術 と して 応用 され，1960年代
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 にzヨ）

に 三 菱金属鉱業系 の東京電 子冶金研究所が
一

手に 引き受けて事業を展 開する こ と に な る 。

　（3 ）　技術導入 とト ラ ン ジス タの 工 業化

　最後に ， トラ ン ジ ス タ の 工 業化の 過程 につ い て述べ た い 。

　1948 年夏に トラ ン ジ ス タ発明 の 情報が 日本 に伝 え ら れ た 後 ，
2

， 3 年が経過する と ， 日本 で は

上述 の トラ ン ジ ス タ研究委員会に見 られ るよ うな ， 海外雑誌の情報 をた よ りに した トラ ン ジ ス タ

の 動作原理 につ い て の 調査 や追試 などが ，各所 で行われ た。しか し ， どの研究者 も動作 の 確認が

で きず，悪戦苦闘する こ とに なる。そ うした中で ，最初に 成果 を上 げた の が ， 電気通 信省電気通

信研究所 （後 ， 日本電信電話公社電気通信研究所）無線研 究 科の 関壮夫の研 究グ ル ープ で あ っ

た 。

　電気通信研究所で は通信事業の 復興が優先 され たため ，直ちに トラ ンジス タ研 究に着手するこ

とはで きな か っ たが ， 同所無線研究科 で は 1950年春か ら岩瀬新午，浅川俊文 らに よ り研究が開

始 され，1951年 10 月に 目本最初の 点接触型 トラ ン ジ ス タ の 動作確認 に成功 ， 11 月の 日本物理学

会で その 成果が公 表され た。翌 1952年に は高純度 の ゲ ル マ ニ ウ ム 結晶の 試作 に取 り組み ， 10月

にそれを材料 に した点接触型 トラ ン ジス タの 試作 に成功 した 。 こ れ は材料の 結晶化か ら金属針 の

設置，調 整 まで の 全 工程 を，すべ て 同研究科で 行 っ た，日本最初 の 「純 国産」 トラ ン ジス タ とな

注　（79） ゲル マ ニ ウ ム 技術委員会編 『ゲ ル マ ニ ウ ム 技術委員会報告書』よ り。

　　（80）　ゲ ル マ ニ ウ ム 技術委員会編 『ゲ ル マ ニ ウ ム 技術委員会報告書』，4 頁。

　　（81）　ゲル マ ニ ウ ム 技術委員会編 『ゲ ル マ ニ ウ ム 技術委員会報告書』，89〜90 頁。

　　（82） 通 商 産 業省重 工 業局電機通信機課編 『日本 の トラ ン ジ ス タ ラ ジ オ 工 業』工 業 出 版社 ，1959 年，
　 　 　 24〜25頁 u

　　（83）　鳩山 『半導体を支えた 入び と』，96頁。
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っ た。また ， 同年には ア メ リ カ で 半導体 ダイオ ードや接合型 トラ ン ジ ス タ が合金法に よ り簡単に

作 れ る こ とが明らか に なっ た の で，同研 究科で は同年後半に合金 法に よる接合型 トラ ン ジス タ の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （s4／・

試作 に取 り組 み，日本で最初にそれ に 成功 した 。

　この 過程で注 目すべ きは ， 日本で トラ ン ジ ス タ試作の 第
一線に立 っ たの は，戦後 に大学の 物理

学科 を卒業 した 若手の 研究者で あ っ た場合が 多か っ た こ と で ある。上述 の 電気通信研究所の 岩

瀬 ， 浅川が まさに その ケ
ー

ス で あ っ た 。 研究科長の 関 は トラ ン ジ ス タ研究 を開始す るにあ た っ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （as｝

て ，当時東北大学理 学部の 助手で あっ た岩瀬を ス カ ウ トし ， そ の 責任者に 当て た として い る 。 そ

の ほか ， 電気試験所の ne　［II道夫の もとで トラ ン ジ ス タ研究 に取 り組んだ菊池誠，渋谷元一，神戸

工業 の有住徹弥の もと で 半導体ダイオ
ー

ドや トラ ン ジ ス タの 研究に取 り組ん だ江崎玲於奈 らが同

様の ケ
ー

ス であ っ た。当時は終戦後の 就職難が 続き，物理学科の 優秀 な若手研究者 を容易 に集め

る こ とがで きた こ と も，その 要因とい われ て い る 。 戦前 ・戦中か らの 固体物理 学 ・電子工 学の研

究者をリ
ーダーとし，そ の もとに戦後に大学 を卒業 した物理系 の 若手研究者が 集 ま り，ゲ ル マ ニ

ウ ム ，シ リ コ ン を材料に した トラ ン ジ ス タ，ダイオ
ー

ドな どの研究 に取 り組んだ の が ，
こ の 時期

の 人材面か ら見た研究体制の特徴で あ っ た 。

　また，メーカーで は こ の 時期，
一
部の研究者が独 自に トラ ン ジ ス タ ， ダイオ

ー
ドの 研究に着手

し
， ある い はそ の 動向に 関心 を持 ち始め て い た。日本電気 の 長船廣衛 ，東芝の 犬塚英夫，神戸工

業の 有住徹弥 ， 日立製作所の 伴野正美 らで ある 。 しか し ， 経営者側 か らは ， そ の 重要性 をあまり

理解 され なか っ た と い う。 彼 らの 証言 を い くつ か紹介す る と ， 「今晩 の 飯が 食えな い の に ， あ さ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 lsc｝

っ て の デ ィ ナ
ー

を議論する と は不謹慎だ」， 「重電機会社で そんな小 さな部品の 研究をして もしよ

　 　 　 くs7）

うが ない 」， 「立 派な真空管が あ るの に ， なん で 鉱石検波器 まが い の 得体 の 知れ ない こ とを や る の

lss）

か」 と い っ た状 況であ っ た。

　しか し ， 彼らに と っ て 幸運だ っ た の は ， 上述 の よ うに 1950年か ら 1952年にか けてア メ リ カ で

トラ ン ジ ス タ の 製造技術が進展 し ， 工 業化の 基盤が出来上 が りつ つ あ っ た こ とと，表 6 に 示 され

る よ うに ，当時，上 記 の 日本 メ ーカ ーが ア メ リ カ の RCA 社 と包括的な技術援助契約を結んだ こ

とで あ っ た 。 こ れ に よ り，神戸コニ業 ， 日立製作所 ， 東芝は 1952 年以降 ，
RCA の 技術支援の もと

に， トラ ン ジ ス タ，ダ イオ
ー

ドの 事業化 を進め る こ とが可 能 とな っ た 。 有住 ， 伴野 ， 犬塚 ら は渡

米 して ，RCA を訪問 し，実地研修 を受け ， 最新の 技術 を吸収 し，そ して帰国 して
， それ らの 事

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 CB9）

業化 の 第一線 に立 っ て い っ た 。 ま た
， 日本電気の 長 船は 1952 年 に トラ ン ジ ス タ製造 マ ニ ュ ア ル

注　（84）　関 「トラ ン ジス タの 初試作 と 1∫rP」，36頁 ；岩瀬新午 「「研究』か ら 『事業 』へ の 道」西 澤 ・大内

　　　 編 『日本 の 半導体開発』，40〜42 頁 ；浅川 俊文 「トラ ン ジ ス タか ら LSI」同書 ， 54〜58頁 。

　　（85）　関 「トラ ン ジ ス タの 初試作 と1］「P」， 36頁 。

　　（86） 長船 『半導体 の あ ゆ み 』，22頁 e

　　（87） 伴野 「半導体 の 事業化 に 賭ける」，234 頁 。

　　（88）　相 田 『電 子 立 国 日本 の 自叙伝』 上，118 頁 （犬塚英夫の 証言）。

　　（89）　江崎玲於奈 「真空管 か ら半導体へ の
“
】・ン ネ ル

”
の 思 い 出」『日本 の 物理 学史』， 480頁 ；伴野

　　　 「半導体 の 事 業 化 に賭 け る 」，234 頁 ；「1・ラ ン ジス タ 25 周年記念座 談会」，212〜213頁 （犬塚英夫

　 　 　 の 発言）。
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表 6　 トラ ン ジス タ関係の 技術援助契約
一
覧 （1957 年 2 月現在）

認 可年月日 提携先企業 目本側企業 契約事項 種 　 別

1952．4．30R ，C．　A． 神戸 1：業 ブ ラ ウ ン 管，送信管，トラ ン ジス タ，テ レ ビ，ラ ジ オ そ の 技術援助

他無 線機器 契約

5．14 ク 日立製作 所 電 了
・
管 （含 ブ ラ ウ ン 管），ト ラ ン ジ ス タ，テ レ ビそ の 他 無 〃

線機器

6．11 ク 東京芝浦電 気 同上，外 ラ ジオ 〃

ク Siemens 富士電 機製造 有線 ・
無線 通 信機 器 ， 電 于 管，半導体製品 〃

1953．3．3 尺 C．A 八 欧 無線 テ レ ビ，ラ ジ オ ，受信管，トラ ン ジス タ，無線装 置 特 許 契 約

1954．2．2 W ．E ． 東 京 通信 工 業 トラ ン ジ ス タ，フ ォ ト トラ ン ジ ス タ，ダ イオ
ード 特 許 契約

6，15 〃 東京芝浦電気 〃 〃

10．19 〃 日立 製作所 ク ウ

〃 〃 三菱電機 〃 ク

11．9 〃 神戸 工 業 ク 〃

出所）　通産省編 『日本の 電子
．
匸業』， 237　一　243 頁 ， 附録 4 よ り作成」

の 決定版 とい わ れ る WE 社 の 『トラ ン ジ ス タ
・
テ ク ノ ロ ジ』 を入手 し，単結晶の 引 き上 げに成

　 　 cgo）

功 した 。 こ の本は電気試験所 などの 公的機関の 研 究者で は 目にす る こ とが で きな い も の であ っ

た 。

　他方，そうした メ ーカー側の 努力 と並行 して ，文部省や 通産省による半導体関係 の 試験研究 へ

の 資金援助が ， 初期 の 段階か ら行われ て い た こ と も ， 見逃 すこ と が で きな い 。 文部省科学試験研

究費に よる トラ ン ジ ス タ研究委員会 へ の研究費交付 に つ い て はすで に述 べ たが，表 4 に見 られ る

よ うに
，
1951 年度に は 日本電気の 半導体ダイ オ

ー
ド研 究に対 して ， 通産省工業技術庁 （後 ，

工

業技術 院）に よる鉱 工業技術研究補助金 （後 ， 応用 研究補助金）が交付 され，1952 年度に は同

様に 日本電気 の トラ ン ジス タ研究 に対 して 文部 ・通産の 両省か ら研究費が 交付され た 。 日本電気

の 長船 は，「ダイオ ー ドに 足 を引 張 られ て ， トラ ン ジ ス タ開発 の 時期は お くれた が
……文部省 の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛91）

補助金を得て ， チ ャ ン ス を幗 んだ」 と回想 して い る 。

　 こ うした研 究補助金 の交付 は表 4 に示され る ように，大学 ・企 業を含め て ， また ， 鉱物関係の

研究 も含め て ， 1956 年度 まで に合計 38件 ， 総 額 6000万 円 以 上 に の ぼ っ た 。 通産省の 補助金制

度が軌道に乗 っ た 1952年度以降は
， 同省が補助金交付の 中心 とな り，半導体の 研究 開発が基礎

か ら応用 へ ，さ らに工 業化 へ と進むに つ れて ，1件に つ き 800万 円 もの 高額な補助金が同省 よ り

交付 され た 。 そ うした補助金 の 交付先 とし て特徴 的で あ っ た の は
， 日立 や 東芝な ど の 総合電機メ

ーカ ーで はな く，神戸工業や 東京通信工業 （後，ソ ニ ー）など の ， 現代 で言 えば ，
ハ イ テ ク ・ベ

ン チ ャ
ー企業 と ， 通信機械専業 メ

ーカ ー
で ある 日本電気 が ，主 と して 選ばれて い た こ とで あ っ

た 。 補助金の 交付が産業政策的ない し戦略的に運用 された好例 とい えよう。

　 と こ ろ で ，こ の段 階で メ ーカーが直面 した問題 は，技術的 な も の だ けでは なか っ た 。 工 業化段

階 で 重要 とな る の は ，
い か に優れ た技術で あれ ， そ の 市場が あるか どうか で あ っ た 。 その 点で

，

注　（90）　長船 『半導体の あゆみ』，38〜39頁。

　　（91＞　長船 「半導体の あゆ み 』，38 頁．
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1・ラ ン ジ ス タ の 市場 は 未知で あ っ た 。

　こ の 問題 に果敢 に挑戦 し ， それ を解決 して い っ た の は ， よ く知 られて い る ように ， 半導体研究

で 先行す る大手の 電機 メ ーカ ーで は なか っ た 。 それ は後発 の 東京通信工 業 （東通工）で あ っ た 。

同社は元 海軍技術将校の 井深大 ，盛 田 昭夫 らに よ っ て 1946 年 5 月に 設立 され，磁気 テ ープ レ コ

ーダーの 製造販売で 成功 した ベ ン チ ャ
ー企業であ っ た 。 井深 は 1952 年に 渡米 した際 ， た また ま

ベ ル 研の 特許を所有 ・管理す る WE 社が， トラ ン ジ ス タ関連 特許を公 開す る とい う情報 を聞き

つ け ， トラ ン ジ ス タに興味 を持つ こ とに なる 。 東通工 は当時 ， 磁気テ
ープ レ コ ーダ ーに 次 ぐ新た

な事業を模索 して い た時期にあ り， 井深 は トラ ン ジス タを小型 ラジオに使用 しよ うと考えた の で

ある 。 また，WE 側 もア メ リ カ の 独 占禁止法の 関係で 特許公 開に積極的であ っ た。双方の 思惑が

一
致 し ， 東通工 は WE との トラ ン ジス タ関連特許使用契約 の 認可 を通産省に 申請 ，

1954 年 2 月

2 日に それ を得 る こ とに なる （表 6参照）。 そ して ，
こ の 契約 は 他社 に もた だ ちに影響 を与え ，

同年 中に東芝，日立 ， 三 菱電機 ， 神戸工 業の 各社 が 次 々 に WE と トラ ン ジ ス タ関連特許使用契
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ［9E）

約をむすび，通 産省の 認可 を受ける こ と に なる 。

　東通工 で は 1953 年 8 月頃か ら岩間和夫を中心 とする トラ ン ジ ス タ事業 グ ル ープが組織され ，

WE 社か ら送 られ て きた 「トラ ン ジ ス タ ・
テ ク ノ ロ ジ』を教科書に技術の 吸収 に努め た 。 同社 と

WE の 契約は ノウ ハ ウ契約で はな く，特許契約で あっ た ため ， 他社に くらべ て大変 な苦労 をした

と い われ る 。 そ うし た苦労 の 末，1954 年中に ダイオ
ー

ド，合金型 トラ ン ジ ス タな ど の 開発 し，
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Cgs）

歴史的な 1955年 7 月の トラ ン ジ ス タ
・
ラジオ の 発表 となる の で ある 。

　結局 ， 井深が 目を付 けた小型 ラ ジオが ， トラ ン ジ ス タに大 きな市場 を提供する こ とに な り， ト

ラ ン ジ ス タ をめ ぐる状 況 を
一変さ せ る こ とに なる 。 表 7 に見 られ る よ うに ， 1956年の トラ ン ジ

ス タ ・ラ ジオ の 生産台数は ， 3万 8000台弱で あ っ たが ， 1958 年に は年間 300 万 台弱，1959年に

は 800 万台弱 に急増 した 。 こ れ に対 して ， トラ ン ジ ス タの 生産個数 も 1954 年の 推定 6，500 個か

ら 1958年の 2700 万個弱 ， 1959年の 8650万個 と急増 した。 トラ ン ジ ス タの 需要内訳 を調べ た表

8 に よ る と，1958年 に生産 された トラ ン ジ ス タ 2673 万 6000 個 中 ， 2169万 2000個，す なわ ち

81 ％ が ラ ジオ の 部品 と して使用 され た の で ある 。

　そ うした トラ ン ジス タ の 急激 な生 産増大 は
， 東芝ほか の メ

ー
カ
ー

が 東通工 に刺激 されて ，次 々

と ラ ジオ用 トラ ン ジス タ の 生 産に乗 りだ し ， 供給体制を整 えた結果で あ っ た 。 それ は トラ ン ジ ス

タ が
，

ビジ ネス とな っ た瞬間で あっ た 。

　む す び

　日本の 半導体物性研究 の パ イオ ニ ア で ある川村肇は ，日本の 半導体産業の 発展の 要因に つ い て

　 　 　 　 　 　 　 　 ccu）

次の ように述 べ て い る 。

注　（92）　「トラ ン ジス タ を企業化 して ・井深大氏」「物性』第 14巻第 4 号 （1973 年 4 月号），223〜242 頁。

　　（93） 塚本哲男 「ソ ニ
ー

の 礎を築 く」，西澤
・
大内編 『日本 の 半導体開発』，98〜101 頁 。

　　（94） 川 村肇 「トラ ン ジ ス タ 25 周年記念号の刊行に 当っ て 」 『物性』 ce　14 巻第 4号 （1973年 4 月号），

　 　　 序文。
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表 7　 トラ ン ジ ス タ及び 同式 ラジオの 生

　 　 産 量

年
トラ ン ジ ス タ

　　　　　　　個 数

トラ ン ジ ス タ式

　　　ラ ジオ 台数

1954 6，500 一

1955 85，000 『

1956 564，000 37，780

19575 ，746，034 643ρ94

195826 ，736β33 20986，595
195986

，
500

，
477 7

，
957

，
414

　注） 1956 年 ま で の トラ ン ジ ス タ の 生

　　 産量 は，推 計値。

出所）　通 商産業省重 工 業 局電機 通信機

　　 課編 『日本 の トラ ン ジ ス タ ラ ジ オ

　　 工 業』工 業出版社，1959年，21頁，
　 　 第 5 表 ；通 商 産 業 省 編 『電 子 工 業

　　 年 鑑 1962 年 度 版 』 電 波 新 聞 社 ，

　　 1961年，232頁，第 26表，508頁，
　　 第 7表 よ り作成 。

表 8　 トラ ン ジ ス タの 需 要実 績 （1958 年 ｝

内　　訳 個数 （1，000個） 比 率 （％）

4 石以 上 の TR ラ ジ オ用

国 内向ラ ジオ用 6，468 24．2

輸出向ラ ジ オ用 11，454 42．8
3石以 下の ラ ジオ 用 3，758 14，1

小 　計 21
，
692 8LO

搬 送装 置 用 12 0．0

電 子計算機用 40 G，1
そ の 他 の 機器用 1， 00 3．7
その 他 時 計，玩 具 用 1，000 3．7

トラ ン ジ ス タ単 体 輸 出 304 1．1

ラ ン ニ ン グ ・ス トッ ク 2，700 10ユ

合 　計 26，736 100．0

出所 ） 通 産省 編 『日本 の トラ ン ジス タ ラ ジ オ 工 業』，23

　　 頁，第 8 表 よ り作成。

　 こ の 原因はす で に それ まで にあっ た 日本の 科学，技術 の 素地や，経営者 の 勇気 などもあず か っ て 力が あ

る と思 わ れ ます が ， や は りア メ リ カ の generous な 政策，商策に よ る 所が 大 きい と思 わ れ ま す。ベ ル 研究

所はじめ ア メ リ カ や ヨ ーロ ッ パ で の 厖大な基礎研究の デ
ー

タ
ー

を利用で きたか らこそ，日本 で は ほ と ん ど

研究もし な い で，技術 だ けを発展 させ る こ とがで きたの で ありまし た。

　すなわ ち ， 川村は基礎研 究の 面で ，ア メ リカ で の膨大な研究成果を利用 で きた こ とが発展の 要

因で あ っ た と して い る の で ある。

　また ， ア メ リ カ 企 業 と技術提携 した 日本メ ーカ ー
の 関係者の 多 くは，製品技術，製造技術 よ り

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 c95）

も， 周辺 技術 の 面 で ， ア メ リカ との よ り大 きな格差を感 じた と証言 して い る 。 日本電気の 長船廣

衛 は，「半導体メ ーカーが個 々 に ，すべ て を自給 自足す る こ とは とうて い 無理 な相談で あ っ た 。

例えば ， 高純度の 弗酸等の 薬品 ， イ ン ジ ウ ム等の 副資材 ， 高純度グ ラ フ ァ イ ト， 各種治工具類か
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Cys）
ら製造設備，各種測定器に い たる まで ， 日本で は 自給で きな い 状態だ っ た」 と して い る 。

　結局 ， トラ ン ジス タ の基礎研究か ら製品 ・製造技術 ， 周辺技術 に い た るま で ，ア メ リ カ の 影響

は絶大 で あ っ た の で ある 。 日本が ア メ リカか ら大 きな恩恵を受けた こ とは ， 疑い よ うの な い 事実

で あ っ た 。 日本の トラ ン ジ ス タ工 業化の主要因が ，ア メ リカか らの技術情報や ，ア メ リカ 企業 と

の 技術提携に あっ た こ とは，明 らか で あ っ た 。

　だが ，他方 ， 戦後 ， 日本ほ ど急速に ア メ リカ にキャ ッ チア ッ プ した国はなか っ た こと も，また

事実であろ う。 ア メ リカか らの 技術情報 の 流入 が ， 他の多 くの 国々 に 等 しく開かれて い たとした

ら，なぜ B本だ けが そ の よ うな急速 なキ ャ ッ チ ア ッ プ に成功 した の か 。 それ は上 記の引用に見 ら

れる ように ， 日本の研 究者
・
技術者が どこの 国の 人び と よ りも謙虚か つ 熱心 に，ア メ リカか ら学

注 　（95）　た と え ば
， 「トラ ン ジス タ 25 周年記念座 談会」，212〜215頁 。

　　（96） 長船 『半導体 の あ ゆ み 』，53頁。
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ぶ 姿勢を持 っ て い たか らであ ろ う。 しか し ， 本稿 で 強調 した い の は ， そ うした研究者 ・技術者 た

ちを生 み出 した社会的背景で ある 。

　すなわ ち，日本で は ， 戦前，戦中か ら戦後にか けて ， 物性物理 ， 固体電子工 学の 厚 い 研究者層

が形成 され ， 活発な共同研究が行 われて きた こ と。学会が組織 ・整備 され，研究交流 で きる場が

形成され て い た こ と 。 個別研 究や共同研究 を支 える さまざまな国 の 研究支援制度が整備され て き

た こ と 。 そ の 結果 ，冒頭で述 べ た コ ミ ュ ニ テ ィと呼べ る ような もの が 形成 され，困難な問題に立

ち向か う体制が で きて い た こ と 。 以上 の こ とが 日本 の 半導体技術発展の 背景にあ っ た と考 えられ

る の である 。

　もちろ ん，本文で述 べ た ように ， 戦後の トラ ン ジ ス タ研究委員会で は初期の 目的 を果た したわ

けで は な い し ， ゲ ル マ ニ ウ ム 国産化の 試み も， 投入 した努力に 見合 っ た成果 を業界に もた らした

わ けで はない 。 また，市場の 発見 と い う点では ，
ソ ニ ーと い うア ウ トサ イダ

ー
が果た した役割は

大 きか っ た。

　本稿で 強調 した い の は ， 個 々 の 共同研究活動 の 具体的 な成果 に還元で きな い 部分，すなわち戦

前 ・戦中か ら戦後 に かけて の 活発な共同研究が ， 研究者 ・技術者 間の 交流 の 心理 的な壁 を低め，

早期 に半導体物性へ の 問題関心 を醸成 し，研究 ・経験を蓄積する場 とな っ たこ と，そして ，戦後

トラ ン ジ ス タ工 業化 の 第一線 に立 っ て い っ た産官学の 研 究者 ・技術者の 多 くが ，そ うした環境の

中か ら登場 して きた こ と，こ の こ とである 。
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